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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第89期 第90期 第91期 第92期 第93期

決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月

売上高 (百万円) 31,541 32,506 31,559 30,748 32,570

経常利益又は
経常損失（△）

(百万円) 582 1,022 58 △219 443

親会社株主に帰属する
当期純利益又は親会社
株主に帰属する当期純
損失（△）

(百万円) 495 700 339 △180 294

包括利益 (百万円) 812 611 216 126 889

純資産額 (百万円) 18,014 18,501 18,534 18,460 19,167

総資産額 (百万円) 47,124 49,453 48,571 49,548 49,851

１株当たり純資産額 (円) 5,006.49 5,119.99 5,130.65 5,116.02 5,312.46

１株当たり当期純利益
金額又は１株当たり当
期純損失金額（△）

(円) 137.75 194.33 94.07 △50.14 81.72

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 38.2 37.4 38.1 37.3 38.4

自己資本利益率 (％) 2.8 3.8 1.8 △1.0 1.6

株価収益率 (倍) 19.1 10.7 19.5 ― 18.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,503 1,801 △916 296 △265

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,024 35 △394 △3,139 △1,655

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 29 △793 144 1,447 △305

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 10,505 11,645 10,529 9,200 7,021

従業員数 (名)
760 809 872 887 855

(168) (161) (171) (155) (158)
 

(注) １　従業員数の(外書)は臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

　　 ２　第89期、第90期、第91期、第93期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第92期の潜在株式調整後の１株当たり当期

純利益金額については、１株当たり当期純損失金額であり、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

    ３　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第90期の期首から適用してお

り、第90期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま

す。

　　 ４　第92期は１株当たり当期純損失金額のため、株価収益率は記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第89期 第90期 第91期 第92期 第93期

決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月

売上高 (百万円) 24,384 24,011 21,951 22,409 23,501

経常利益又は
経常損失（△）

(百万円) 690 △2 △983 △1,001 339

当期純利益又は
当期純損失（△）

(百万円) 643 249 △349 △777 143

資本金 (百万円) 4,304 4,304 4,304 4,304 4,304

発行済株式総数 (千株) 4,261 4,261 4,261 4,261 4,261

純資産額 (百万円) 11,055 10,994 10,253 9,385 9,426

総資産額 (百万円) 34,589 35,103 35,912 34,868 33,051

１株当たり純資産額 (円) 3,034.03 3,004.58 2,802.53 2,570.03 2,581.63

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
(円)

50.00 50.00 50.00 50.00 50.00
(0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00)

１株当たり当期純利益金
額又は１株当たり当期純
損失金額（△）

(円) 176.96 68.32 △95.59 △212.84 39.33

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 31.9 31.3 28.5 26.9 28.5

自己資本利益率 (％) 6.0 2.3 △3.3 △7.9 1.5

株価収益率 (倍) 14.9 30.5 ― ― 37.6

配当性向 (％) 28.3 73.2 ― ― 127.1

従業員数 (名)
352 347 349 352 330

(92) (90) (98) (87) (84)

株主総利回り (％) 108.3 88.2 80.4 74.7 69.9
(比較指標：
配当込みTOPIX)

(％) (142.1) (145.0) (153.4) (216.8) (213.4)

最高株価 (円) 2,930 3,250 2,298 2,112 1,675

最低株価 (円) 2,139 1,940 1,634 1,550 1,422
 

(注) １　従業員数は連結子会社への出向者を除く就業人数を記載しております。また、(外書)は臨時従業員の年間平

均雇用人員であります。

　　 ２　第89期、第90期及び第93期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第91期及び第92期の潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額であり、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　　 ３　最高株価及び最低株価は、2022年４月３日以前は東京証券取引所（市場第一部）、2022年４月４日以降2023

年10月19日以前は東京証券取引所（プライム市場）、2023年10月20日以降は東京証券取引所（スタンダード

市場）におけるものであります。

　　 ４「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第90期の期首から適用してお

り、第90期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標となっておりま

す。

　　 ５　第91期及び第92期は１株当たり当期純損失金額のため、株価収益率及び配当性向は記載しておりません。
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２ 【沿革】
 

1950年６月 日立化学株式会社（旧商号）を設立

1969年12月 日本薬品工業株式会社(現 連結子会社)を買収

1970年７月 日本ケミファ株式会社に商号変更

1971年10月 東京証券取引所市場第二部に上場

1973年10月 埼玉県三郷市に研究所を開設

1975年７月 東京都千代田区（現在地）に本社を移転

1976年３月 東京証券取引所市場第一部に指定替え

　　　 〃 　 ジャパンソファルシム株式会社(現 関連会社)を設立

1976年４月 臨床検査薬事業に進出

1977年10月

 

茨城県真壁郡(現 筑西市)に茨城工場(現 日本薬品工業つくば工場)を開設、医薬品の製造を開

始

1979年４月 札幌支店（現 北日本支店）、仙台支店（現 北日本支店）、名古屋支店、大阪支店を開設

1982年10月 福岡支店（現 西日本支店）を開設

1983年４月 広島支店（現 西日本支店）を開設

1983年10月 関越支店を開設

1986年９月 株式会社化合物安全性研究所(現 連結子会社)を買収

1988年４月 「ウラリット－Ｕ（現 ウラリット－Ｕ配合散）」を発売

1992年６月 「ウラリット錠（現 ウラリット配合錠）」を発売

1993年９月 「ソレトン錠」を発売

1995年６月 「カルバン錠」を発売

2002年５月

 

茨城工場(現 日本薬品工業つくば工場)において環境マネジメントシステムの国際規格「ISO

14001」の認証取得

2002年９月

 

Ranbaxy Laboratories Limited（本社：インド、以下「ランバクシー社」）と包括的資本業務

提携契約を締結し、日本薬品工業の発行済株式の10％をランバクシー社に譲渡する

2003年７月 「プラバスタン錠（現 プラバスタチンNa錠『ケミファ』）」を発売

2005年11月 日本薬品工業を当社とランバクシー社との50％：50％の合弁会社とする

2005年12月 シャプロ株式会社(現 連結子会社)を設立

2008年７月 「アムロジピン錠『ケミファ』」を発売

2009年12月 ランバクシー社との包括的資本業務提携関係解消に伴い、日本薬品工業を連結子会社とする

2010年７月 株式交換により日本薬品工業を完全子会社とする

2010年10月 吸収分割により茨城工場を日本薬品工業へ承継し、つくば工場に改称

2014年３月 日本薬品工業つくば工場に全面免震構造の３号棟竣工

2015年３月

 

日本薬品工業がベトナムの現地製薬会社であるM.S.T Pharm Co Ltd（以下、「MST社」）と合

弁でNippon Chemiphar Vietnam Joint Venture Co., Ltd.を設立

2015年10月 日本薬品工業がMST社からNippon Chemiphar Vietnam Joint Venture Co., Ltd.の出資持分す

べてを譲り受けるとともに、社名をNippon Chemiphar Vietnam Co., Ltd.(現 連結子会社)に

変更

2017年３月 Nippon Chemiphar Vietnamのベトナム工場竣工（ビンズン省）

2017年10月 大塚倉庫西日本ロジスティクスセンター内（兵庫県神戸市）に西日本物流センターを開設

2018年12月 Nippon Chemiphar Vietnamが「ウラリット配合錠」「ソレトン錠」の日本輸出開始

2019年２月 フェリングファーマ株式会社より、経口腸管洗浄剤「ピコプレップ配合内用剤」の製造販売承
認を承継

2019年９月 東日本物流センターを丸天運送東日本物流センター内（埼玉県春日部市）から大塚倉庫首都圏
中央センター内（千葉県浦安市）に移転

2020年２月 アレルギー検査キット「ドロップスクリーン 特異的IgE 測定キット ST-1」及び測定装置であ

る「ドロップスクリーンA-１」を販売開始
2020年３月 Delta-Fly Pharma株式会社と「DFP-17729」に関する、国内における販売権並びに製造権につ

いてライセンス契約を締結
2020年５月 マイランEPD合同会社との間で、同社が製造販売承認を有しているマクロライド系抗生物質製

剤「クラリシッド」の日本における販売移管、商標権使用許諾及び製造販売承認を承継する基
本契約を締結
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2021年６月 住友ファーマ株式会社と「NC-2800」に関する共同研究開発契約及びオプション契約を締結

2022年３月 Delta-Fly Pharma株式会社と「DFP-14323」に関する国内独占的販売権についてライセンス契

約を締結
2022年４月 東京証券取引所の市場区分の見直しにより東京証券取引所の市場第一部からプライム市場へ移

行
2023年２月 南京寧和衡信製薬有限公司（Nanjing Neiwa Pharmaceutical Co., Ltd. 本社:中国南京市）と

「NC-2500」の中国におけるライセンス契約を締結

2023年10月 東京証券取引所のプライム市場からスタンダード市場へ移行

2024年８月 日本薬品工業つくば工場３号棟２階の実装工事完了
 

 
３ 【事業の内容】

当社グループは、連結財務諸表提出会社（以下、当社という）と連結子会社４社及び関連会社１社の６社で構成さ

れており、医療用医薬品を中核として、医療・健康・美容関連事業を行っております。

当社グループが営んでいる主な事業内容と、当社グループを構成している各社の事業に係る位置付けの概要及びセ

グメントとの関係は次のとおりであり、セグメントと同一の区分であります。
 

医薬品事業………………医療用医薬品の製造・販売を主に行っております。

＜関係会社＞

日本薬品工業株式会社、Nippon Chemiphar Vietnam Co., Ltd.、

ジャパンソファルシム株式会社

その他……………………安全性試験の受託等、ヘルスケア事業及び不動産賃貸事業を行っております。

＜関係会社＞

株式会社化合物安全性研究所、シャプロ株式会社
 

事業の系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社)       

日本薬品工業㈱
(注)２・３

東京都千代田区
百万円

160
医薬品の製造販売 100.0 ―

製商品の購入及び販売
製品の加工
 

㈱化合物安全性研究所
北海道札幌市
清田区

百万円

250
安全性試験の受託
等

100.0 ―
医薬品等の安全性試験の委託
役員の兼任　２名

Nippon Chemiphar
Vietnam Co., Ltd.
(注)２

ベトナム社会主
義共和国
ビンズン省

千US$

13,500
医薬品の製造 100.0 ― ―

シャプロ㈱
(注)４

東京都千代田区
百万円

120
健康・美容関連
事業

100.0 ― ―

(持分法適用関連会社)       

ジャパンソファルシム㈱
(注)５・６

東京都千代田区
百万円

10
医薬品仕入・販売 6.1 19.7

商品・原料の購入等
役員の兼任　１名

 

(注) １　有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

２　日本薬品工業株式会社及びNippon Chemiphar Vietnam Co., Ltd.は特定子会社に該当しております。

３　日本薬品工業株式会社については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合

が10％を超えております。

   主要な損益情報等 ① 売上高    　   16,308百万円

                     ② 経常利益    　    108 〃

                     ③ 当期純利益  　     63 〃

                     ④ 純資産額        13,604 〃

                     ⑤ 総資産額　　    23,549 〃

４　シャプロ株式会社は2012年４月１日から休眠会社としております。

５　持分は100分の20未満でありますが、実質的な影響力を持っているため、関連会社としたものであります。

６　当社代表取締役社長 山口一城が議決権の35.7％を直接所有（間接所有を含めると81.8％所有）しておりま

す。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

2025年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

医薬品事業 746 (117)

その他 75 ( 36)

全社(共通) 34 (  5)

合計 855 (158)
 

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

 

EDINET提出書類

日本ケミファ株式会社(E00957)

有価証券報告書

  6/107



 

(2) 提出会社の状況

2025年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

330 (84) 42.7 13.8 7,183,262
 

 

セグメントの名称 従業員数(名)

医薬品事業 295 ( 78)

その他 1 (  1)

全社(共通) 34 (  5)

合計 330 ( 84)
 

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

 

(3) 労働組合の状況

労働組合は当社のみで組織され、日本ケミファ労働組合連合会(組合員数226名)及び全労連全国一般日本ケミ

ファ労働組合(組合員数２名)であります。

 
(4) 管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

　①提出会社

当事業年度

管理職に占める
女性労働者の
割合(注１)

男性労働者の
育児休業

取得率(注２)

労働者の男女の賃金の差異(注１)

全労働者
うち正規雇用

労働者
うちパート・
有期雇用者

   15.4％    87.5％    79.2％    75.1％     89.8％
 

(注) １ 「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したもの

であります。

２ 「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規

定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」（平成

３年労働省令第25号）第71条の６第１号における育児休業等の取得割合を算出したものであります。

 
　②主な連結子会社

当事業年度

名称
管理職に占める
女性労働者の
割合(注１)

男性労働者の
育児休業

取得率(注２)

労働者の男女の賃金の差異(注１)

全労働者
うち正規雇用

労働者
うちパート・
有期雇用者

日本薬品工業㈱    15.4％     175.0％    76.4％    90.4％    62.9％
 

(注) １ 「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したもの

であります。

２ 「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規

定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」（平成

３年労働省令第25号）第71条の６第１号における育児休業等の取得割合を算出したものであります。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

  文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 (1) 会社の経営の基本方針

当社グループは「医薬品を中核としたトータルヘルスケアで人々の健康で豊かな生活に貢献する」ことを経営

理念とし、国内外において存在価値のある企業グループとして発展することを目指しております。

 
 (2) 中長期的な会社の経営戦略

(1)の経営理念の下、2000年以降掲げてきた成長戦略「３つのミッション」について、それぞれのミッション

をさらに発展させるべく、「ジェネリック医薬品」、「臨床検査薬」、「新薬開発」という「３つの事業ドメイ

ン」の構成とし、それらの事業ドメインを積極的に海外へ展開してまいります。

 
 (3) 当社グループをめぐる業界や市場の動向等の経営環境

国内の医薬品業界においては、2023年４月に２度目となる薬価の中間年改定が実施され、薬剤費ベースで約

3,100億円の削減が行われました。また、ジェネリック医薬品については安定供給の確保に向けた議論が進み、

2024年度の薬価制度改革では、不採算品再算定の特例適用や安定供給体制が薬価に反映される新たな評価制度が

導入されることとなりました。

このような環境下で、当社グループは引き続き「信頼できるジェネリック医薬品」の普及に貢献するべく、

ジェネリック医薬品の品質向上と安定供給に注力するとともに、生産性及び効率性の向上に資する施策を推し進

めてきました。

また、ジェネリック医薬品事業と並行して取り組んでいる、「アルカリ化療法剤」や「新薬開発」に関して

は、他社とのアライアンスを活用した革新的な創薬テーマへのチャレンジや、国内外企業への導出活動に努めて

います。当社グループは、まだ十分な治療薬がない病気に苦しむ患者さんのために、画期的新薬の開発に取り組

んでいます。

 
 (4) 会社の対処すべき課題

　当社グループは2000年以降掲げてきた成長戦略「３つのミッションプラス１」について、それぞれのミッ

ションが事業として立ち上がるフェーズとなり、「ジェネリック医薬品」、「臨床検査薬」、「新薬開発」と

いう「３つの事業ドメイン」を構成するに至っており、それらの成果を「プラス１」として引き続き「海外に

展開」してまいります。
 

 ① ジェネリック医薬品

　2024年度の薬価制度改革ではジェネリック医薬品メーカーの供給体制や供給実績をポイント化して評価（企

業指標）し、それに基づいて薬価に差をつける仕組みが試行的に導入されており、これまで以上に安定供給の

確保が事業運営の重要なポイントとなっています。また、厚生労働省は新たなジェネリック医薬品のシェア目

標として「金額シェアを2029年度末までに65%以上」とする新たな「副次目標」を示しており、今後も一定の

市場拡大が見込まれる一方で、オーソライズドジェネリックも含めた市場競争は激しさを増していくことが予

想されます。

　当社グループは品質を第一に、製造人員の増強や勤務体系の見直しによる体制の整備や設備投資の実施など

により増産に努めている一方、販売面ではグループ全体の営業活動を一元管理する「グループ医薬営業本部」

のもと、多様な販路へ効率的に営業活動を行うため、B to B対応の強化やSFA（Sales Force Automation：営

業支援システム）を活用したMR活動におけるPDCAサイクルの最適化や高速化、AIを使った顧客管理・MR活動計

画の立案などに取り組んでまいります。
 

② 臨床検査薬

臨床検査薬の主力品であるアレルギースクリーニング機器・試薬「ドロップスクリーン」は、わずか１滴の

血液で、41項目のアレルゲンを、30分という短時間で測定することができ、これまで検査センターに外注して

いたアレルギー検査を院内で測定することを可能にした製品であり、導入された医療機関からは高い評価をい

ただいています。2023年度は当期の目標である国内累計設置台数1,000台を突破、2025年度には累計設置台数

2,000台を目指してまいります。今後も販売体制の拡充や製品の改良、製造コストの低減など、さらなる顧客満

足度の向上や収益性の改善に努めていきます。また、ドロップスクリーンは、海外からも注目されており、引

き続き製品開発、各国法規制対応、パートナー選定など、海外での発売に向けて取り組んでまいります。
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③ 新薬開発

（イ）アルカリ化療法剤

　当社グループがウラリットでその技術とノウハウを培ってきたアルカリ化療法剤については、がん領域、

CKD（慢性腎臓病）領域などで開発を進めており、加えて、健康食品への展開も図っています。

　そのうち、がん領域については、抗がん剤開発に特化した創薬系バイオベンチャー企業であるDelta-Fly

Pharma株式会社（以下、DFP社）とライセンス契約を締結している抗がん剤候補化合物「DFP-17729」が、本

剤と他の抗がん剤の併用群、ならびに他の抗がん剤単独群との比較によるフェーズⅡ試験を2022年度中に終

了し、現在次のフェーズに向けた準備が進められています。またCKD領域については、当社グループが協力

を行いながら東北大学で進められていた臨床研究「CKOALA Study」において、CKDに対するウラリットの有

用性が示唆されており、現在は試験で得た結果について責任医師による論文化が進められています。

　アルカリ化療法剤の新領域での展開は、ウラリット発売以来の歴史で培った当社ならではの独自のテーマ

であり、この画期的なテーマで医療と社会への貢献を果たしてまいります。

（ロ）自社開発創薬

　自社での新薬開発については、有望化合物の探索研究に重点を置き、得られた成果を早期段階で導出する

ことで、開発上のリスクを軽減しつつ効率的に開発を進めていきます。また、パイプラインの拡充やAIなど

の新技術を活用した研究開発を進めるため、各分野において最先端の研究を行っている企業・研究機関との

アライアンスにも積極的に取り組んでいます。

　「NC-2600」（P2X4受容体拮抗薬）は神経障害性疼痛に加え、新たに複数の疾患への適応可能性が期待さ

れています。そのうち慢性咳嗽に対しては、新規の作用機序を有する薬剤として開発を進め早期の導出を目

指しています。

　国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）の「CiCLE事業」に採択されている、抗うつ・抗不安薬

NC-2800(オピオイドδ受容体作動薬)は、2023年度にフェーズⅠが終了し、今後はフェーズⅡa実施に向けて

準備を進めていきます。また、フェーズⅡbに移行する時点で、全世界をテリトリーとした開発・販売権を

得られるオプション権を住友ファーマ株式会社に対して付与しており、オプション権を行使してライセンス

契約に至った場合には、開発の進展に伴うマイルストーン及びロイヤリティ収入が期待できると考えていま

す。

　DFP社と日本国内における独占的販売権を取得するライセンス契約を締結している「DFP-14323」（抗がん

剤候補化合物）については、DFP社が実施したフェーズⅡ試験において、DFP-14323と標準用量の半量のア

ファチニブを併用した場合の無増悪生存期間が、アファチニブやオシメルチニブの単剤にて報告されている

期間より長いという結果がでました。この結果を基にDFP社は独立法人医薬品医療機器総合機構（PMDA）と

相談を重ねてまいりましたが、EGFR遺伝子変異陽性の非小細胞肺がん患者（ステージⅢ/Ⅳ）を対象に、

DFP-14323とアファチニブ半量の併用群とアファチニブ単独群とのフェーズⅢ比較試験（優越性検証）を開

始しました。
 

④ 海外展開

海外での展開状況は、2024年４月時点で中国など４ヵ国において８品目の承認を取得し販売を行っており、

2026年度までに５ヵ国14品目の展開を目指しています。

ベトナムでは、Nippon Chemiphar Vietnam Co., Ltd.が2022年９月に承認を取得したレバミピドが、品質を

評価されベトナム入札制度下で一番高い薬価での販売が認められる“Group1”を取得していることから、その

優位性を活かし、現地卸を通じて病院・薬局チェーン等にマーケティングを行っています。

また中東・アフリカ等においては、2022年３月に世界銀行グループの国際金融公社（IFC）とのアドバイザ

リー契約を締結し、これまでIFCの助言とネットワークを活用し、中東・アフリカ地区の現地調査を進めてまい

りました。現在は進出を図る対象国およびパートナーを絞り込み、現地で販売する具体的な複数品目について

交渉を進めています。
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２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。

ガバナンス

当社グループは、持続可能な社会の実現に向け、グループの「サステナビリティ基本方針」を定めるとともに、

代表取締役社長を委員長とする「サステナビリティ推進委員会」を設置し、サステナビリティ推進活動を行ってお

ります。

1. サステナビリティ基本方針

日本ケミファグループは「医薬品を中核としたトータルヘルスケアで人々の健康で豊かな生活に貢献する」と

いう経営理念のもと、グループの掲げるミッションを達成することで企業価値の向上を目指すとともに、事業活

動を通じサステナブルな社会の実現への役割を果たしていきます。

2. 委員会設置の背景と目的

サステナブルな社会の実現に向けた企業や個人の取り組みは喫緊の課題であり、当社グループとして国連の定

めた「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標：SDGs）」や気候関連財務情報開示タスクフォース

（TCFD）が公表した TCFD 提言の中から、グループの事業活動を通じ、環境・社会・経済的課題に関する取り組

みを着実に推進するために当委員会を設置しました。

3. 委員会の構成

取締役会をレポーティングラインとし、代表取締役社長が委員長を務めます。また、委員は委員長が指名する

こととし、社長室、経営企画部、広報室、総務部、人事部、管理部の役職員で構成します。

4. 委員会の役割

委員会は主に以下の活動を行うこととし、その活動内容について定期的に取締役会に報告します。

・サステナビリティに関する目標、指標、施策等の企画・立案・提言

・サステナビリティに関する施策の実施状況や目標の達成状況についてのモニタリング

・サステナビリティに関する見識を深め活動の浸透を図るための教育・啓発・周知

・委員会での協議内容、検討事項及び活動内容等の取締役会への報告・付議提案

・その他、取締役会が必要と認めた事項

戦略

人材の育成及び社内環境整備に関する方針、戦略

当社グループにおける、人材の多様性の確保を含む人材の育成に関する方針及び社内環境整備に関する方針

は、以下の通りであります。

当社グループが各事業分野において競争力を強化しイノベーションを生むことができる体制を作り出すために

は、「人材の確保」が最も重要だと考えております。優秀人材の採用、採用した人材の強化（教育）、社員のエ

ンゲージメント・リテンションなど、継続したキャリア形成のサポートが必要と考えます。具体的には次のとお

り取り組みを行っております。

項目 考え方 具体策（主なもの）

採用 柔軟な採用
・新卒採用に偏重せずタイムリーなキャリア採用の実施
・役割に応じた年俸制など柔軟な処遇設計
・外国人、女性の積極的な採用

教育
継続的な基礎教育＋
リスキリング

・全社員を対象としたＤＸ基礎教育の実施
・ビジネススクールへの派遣、ＭＢＡの資格取得支援など
 専門人材の育成
・継続的な階層別マネジメント研修の実施

多様な働き方の
受容

キャリア開発とワー
クライフバランスの
両立

・中核人材育成のためのCareer Development Programの明示
・女性管理職の積極的登用
・育児休職制度の使用促進、２歳未満の子を持つ男性社員の
　育児休業取得の義務化
・有給休暇の使用促進、時間外労働削減の徹底

 

 

リスク管理

当社グループにおいて、全社的なリスク管理は、リスク管理委員会において行っておりますが、サステナビリ

ティに係るリスクの識別・優先的に対応すべきリスクの絞り込みについて、サステナビリティ推進委員会の中で

より詳細な検討を行い、共有しております。優先的に対応すべきリスクの絞り込みについては、当社グループに

与える財務的影響、当社グループの活動が環境・社会に与える影響、発生可能性を踏まえ行われます。

また、サステナビリティ推進委員会においては、当社グループの「サステナビリティ基本方針」のもと、サス
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テナブルな社会の実現に向け、国連の定めた「Sustainable Development Goals」や気候変動関連財務開示タスク

フォース（TCFD）が公表した「TCFD提言」の中から、グループの事業活動に関係する環境・社会・経済的課題に

ついて取組を推進することを目的としております。

 

指標及び目標

人材の育成及び社内環境整備に関する方針に関する指標の内容並びに当該指標を用いた目標及び実績、指標及び

目標

当社グループでは、上記「戦略」において記載した多様な働き方の受容を含む人材育成の方針及び社内環境整

備に関する方針について、指標のデータ管理と共に具体的な取り組みが行われている当社及び日本薬品工業㈱の

実績を以下に記載しております。

①提出会社

指標 目標 実績（当連結会計年度）

管理職に占める女性労働者の割合 2027年3月までに15％以上 15.4％

男性労働者の育児休業取得率 100％を維持する 87.5％

年次有給休暇取得率 2027年3月までに85％以上 66.4％
 

②日本薬品工業㈱

指標 目標 実績（当連結会計年度）

管理職に占める女性労働者の割合 2027年3月までに15％以上 15.4％

男性労働者の育児休業取得率 100％を維持する 175.0％

年次有給休暇取得率 2027年3月までに85％以上 79.0％
 

 
※管理職に占める女性労働者の割合、及び年次有給休暇取得率の目標については、一般事業主行動計画として定め

労働局に提出しております。

※男性の育児休業取得率については、短期間であっても子の誕生から２年以内に全対象者が取得するように社内

ルールとして取得を義務化しているため取得率は原則100%となりますが、年度に区切って算出する場合は100%を下

回る場合、上回る場合があります。

 
３ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のあるリスクには、以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末

現在において判断したものであります。

 （薬価制度・医療保険制度変更に関するリスク）

　薬価については、２年に一度の診療報酬改定の際に行われた薬価改定が、2021年度以降は通常改定の中間年に

も実施されることとなり、これまで以上のスピードで取扱い品目の薬価が引き下げられています。また、増大す

る医療費の抑制を目的として医療保険制度の見直しも行われており、その内容によっては当社グループの業績に

影響を及ぼす可能性がありますので、薬価制度改革及び医療保険制度の動向を注視し、経営戦略に反映したいと

考えております。

 （医薬品の研究開発に関するリスク）

 当社グループの新薬の研究開発は探索研究に重点を置き、早期段階の導出や、他社とのアライアンス、外部組

織からの支援等により、開発リスクの軽減を図っております。しかしながら、臨床試験で新薬の候補品が期待ど

おりの効果を得られなかったり、安全性が危惧される結果となった場合など、研究開発が計画どおり進行しない

場合には、開発期間の延長、開発の中断あるいは中止する場合があります。また、臨床試験が計画どおりの結果

となった場合でも、その後の導出交渉において導出条件交渉が長引いたり、条件がまとまらないことにより、当

社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。これらのリスクに対しては臨床試験結果をより確実に予想

するバイオマーカーの導入や、ターゲットエンゲージメントの取得などを早期から実施するとともに、導出候補

先のニーズを的確に情報収集する等のリスク回避を試みています。

　当社グループでは、ジェネリック医薬品についても積極的に開発投資を行い、研究開発活動を進めておりま

す。ジェネリック医薬品の研究開発活動は、開発品目の上市予定時期の数年前から開始されます。この開発期間

においては、各段階のリスクを最小限にする取り組みを種々行っているところですが、必ずしも期待通りに上市
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を果たし収益獲得に結びつかない可能性があります。その場合には、当社グループの経営成績等に影響を及ぼす

可能性があります。

（体外診断用医薬品の研究開発に関するリスク）

　体外診断用医薬品の開発において、他測定法のデータとの相関性や保存安定性などが得られない結果となった

場合など、開発が計画通り進行しない場合には、開発期間の延長、開発の中断あるいは中止する場合がありま

す。これらのリスクを最小限にする取り組みを種々行っているところですが、必ずしも期待通りに上市を果たせ

ない可能性があります。

 （原材料・商品の仕入に関するリスク）

 仕入先会社及び製造国において、規制上の問題、製造上のトラブル、又は火災、地震その他の災害及び輸送途

中の事故等により、原材料及び商品の仕入に支障が生じた場合、当社グループの関係部門と密接な連携を図り対

策を講じますが、仕入が停止し代替品の調達が困難な場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。このようなリスクに対応するために、当社グループでは常に市場の動向を把握し、重要な原材料・商品

については適切な在庫管理を行い、また原薬については複数ソースから調達するなど、サプライチェーンリスク

の管理・対応に努めております。

 （製造の遅滞又は休止に関するリスク）

 当社グループは有事の際のBCP対応として、製品の安定供給や災害対応に関する規定等に従った対応を図ってお

ります。また、当社グループは国内２工場、海外１工場を有しており、各工場における製造機器の共通化を進め

ると共に、各製品を複数の工場で製造できる体制（バックアップ体制）を整えるなどのリスク分散を図っており

ます。しかしながら、設備の故障、技術的もしくは規制上の問題、又は火災、地震その他の災害により、製品の

製造が停止又は遅延した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 （ジェネリック医薬品の競争に関するリスク）

 当社グループは毎年の薬価引き下げによって、利益確保が難しくなっている中で、販売している製品が不採算

とならないよう、適正利潤を含めた販売に努めております。また、他社競合品の市場価格が当社製品を含めて、

翌年の薬価に反映されるケースや、納入している医療機関・保険薬局との競争により、当社製品も思わぬ価格の

低下を強いられることがあります。さらに近年ではオーソライズドジェネリックの浸透により、ジェネリック医

薬品市場のシェアに大きな変化が起きており、その動向次第では当社グループが計画していた売上高を確保する

ことが困難となり、それにより安定供給を見据えて製造した製品の在庫が過多となる可能性があります。その場

合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

（体外診断用医薬品の競争に関するリスク）

　診断薬市場は競争が激しく、技術革新のスピードも速いため、競合他社の新製品が市場に投入されることで、

当社グループの体外診断用医薬品が市場での競争力を失うリスクも存在します。その場合には、当社グループの

業績に影響を及ぼす可能性があります。

 （医薬品の品質に関するリスク）

　医薬品等の品質管理の基準（GQP省令）遵守については、全ての製造業者とGQP省令に基づき取決めを締結し、

グループ会社の製造所をはじめ、原薬や製剤の製造業者の製造管理及び品質管理の基準（GMP省令）遵守の確保に

努めています。また、それら製造所に対する定期的な監査の実施や、承認書と製造実態の整合性に係る点検を毎

年実施することにより、より高度にGMP遵守を推進しています。一方、GQP省令に規定された三役（総括製造販売

責任者、品質保証責任者、安全管理責任者）の定期的会議を開催し、品質保証部門と安全管理部門の緊密な連携

により健康被害の防止の強化に努めております。しかしながら、原材料調達先、当社グループ製造所や製造委受

託先等の製造プロセスにおける不備により最終製品の品質に問題が生じた場合や関連法令が遵守されない場合に

は、製造の中止、製品の回収、あるいは販売の中止が生じ、製品供給の不安定化により、患者さんへ適切な医療

が提供できなくなる可能性があります。このような場合には、社会的信頼リスクが生じ、当社グループの業績に

影響を及ぼす可能性があります。

 （医薬品の副作用に関するリスク）

　製造販売後安全管理について、医薬品等の製造販売後安全管理の基準（GVP省令）及び医薬品の製造販売後の調

査及び試験の実施の基準（GPSP省令）に則り安全確保措置を適正に遂行できるよう努めております。当社グルー

プが主に取り扱うジェネリック医薬品は、先発品で長年の使用実績があり安全性が確認されているため予期せぬ

副作用が多発するリスクは小さいですが可能性はゼロではなく、また先発医薬品、体外診断用医薬品、医薬部外

品においては予期せぬ副作用または健康被害が発生するリスクがあります。このようなことが生じれば、製造の

中止、製品の回収、あるいは販売の中止を余儀なくされ、患者さんへ適切な医療が提供できなくなる可能性があ

ります。その場合には、社会的信頼リスクが生じ、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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 （海外に関するリスク）

 当社グループは、医薬品の輸出、開発、製造、販売等で海外においても積極的に事業を展開しておりますが、

当該国の政治不安や経済情勢などの悪化、法規制や行政指導等への抵触、現地の労使関係等に関するリスク等が

存在します。これらのリスクが顕在化した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。当

社グループでは、現地子会社や提携企業と定期的に情報収集・情報交換を実施し、問題が発生した場合には連携

して迅速な問題解決を行うことにより、リスクの軽減に努めております。

 （「医薬品医療機器等法」等に関するリスク）

　当社グループは、「医薬品医療機器等法」等関連法規の規制を受けており、事業所所在地の各都道府県の許

可・登録・免許及び届出を必要としております。当社グループは、十分な法令遵守体制をとっておりますが、医

薬品製造販売業の許可等に法令違反があった場合には、監督官庁から業務停止、許可等の取り消し等が行われ、

業績に影響を及ぼす可能性があります。

 （訴訟等に関するリスク）

　当社グループが継続して事業活動を行う過程において、製造物責任、環境、労務、その他の事項に関する訴訟

を提起される可能性があります。また、当社グループは新薬に加え、ジェネリック医薬品、体外診断用医薬品を

販売しておりますが、先発医薬品、体外診断用医薬品等の特許等については徹底した調査を行った上で販売して

いるものの、先発医薬品、体外診断用医薬品メーカーから特許訴訟を提起される可能性があり、そのような場合

には当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

（法令違反に関するリスク）

 法令違反等が発生した場合には、行政処分等による当社グループの社会的信用やブランドイメージの低下、損

害賠償義務等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。当社グループでは、法令等の遵守

及びコンプライアンスの徹底を図っており、このために「日本ケミファグループ法令等遵守行動基準」や「法令

等遵守の推進に関する規程」を制定し、全役職員を対象としたコンプライアンス教育や研修の実施や、内部通報

制度及び内部監査の強化などの対策を講じております。

（感染症に関するリスク）

　新型コロナウイルス感染症をはじめ、新興・再興の感染症の地域的な流行や世界的なパンデミックにより、当

社グループの本社・工場・研究所等でのクラスター発生による閉鎖または事業活動の停止、原材料調達先である

サプライヤーの操業停止や物流への影響が発生する可能性があります。また、医療機関に混乱が生じた場合に

は、製品の安定供給や安全性情報の収集に支障が発生したり、医療従事者への製品の情報提供や臨床試験の進行

が遅延したりする可能性があり、そのような場合には当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループでは、行動指針を策定して感染症拡大防止および予防を徹底し、製造ラインの稼働を維持し医薬

品の安定供給に支障が出ることが無いように取り組んでおります。
 

上記の他、金融市況・為替変動・原材料価格高騰によるリスク、コンプライアンスを含むコーポレート・ガバナン

ス関連リスク、システムトラブルによるリスク、情報漏洩によるリスクなど、様々なリスクが存在しており、ここに

記載されたものが当社グループの全てのリスクではありません。
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４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当連結会計年度における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の概要並びに経営者の

視点による当社グループの経営成績などの状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 (1) 経営成績

当期の事業環境につきましては、国内経済は、物価上昇により個人消費が一時足踏みしたものの実質賃金の改

善期待などにより緩やかに持ち直していることに加えて、堅調な企業収益が設備投資の支えとなり、景気は総じ

て緩やかな回復傾向が続いた一方で、地政学的緊張の高まりや米国新政権の関税政策など国際情勢面で依然とし

て不確実性の高い状況が続いた一年でした。

国内の医薬品業界においては、2024年４月の薬価改定により薬価ベースで4.67％の引き下げが行われ、同年10

月からは、医療保険財政の改善を図ることを目的とした長期収載品の選定療養制度が開始されました。

そのような状況の中、当社グループにおいては、薬価改定の影響があったものの、拡販に注力しているジェネ

リック医薬品や近年発売品の寄与、また臨床検査薬ではアレルギースクリーニング機器・試薬「ドロップスク

リーン」の医療機関での採用が引き続き順調に進んだことが売上増収に貢献しました。
 

セグメントの経営成績は次のとおりです。

① 医薬品事業

       1) 医療用医薬品

        (a) ジェネリック医薬品

ジェネリック医薬品市場においては、他社品質問題を起因とした供給不足に対応すべく、各社が増産対

応に尽力する中で、当社グループにおいても、品質を第一に安定供給強化のための取り組みを継続してお

り、2024年８月には子会社の日本薬品工業株式会社（以下、「NPI社」）において、つくば工場３号棟２階

の新設備実装工事を完了しました。

販売面においては、2024年６月に中枢神経系用薬「ゾニサミドOD錠25mg・50mg TRE『ケミファ』」、12

月に血液・体液用薬「リバーロキサバンOD 錠10mg・15mg 『TCK』」、２成分４品目を発売しました。以上

に加えて、利益品目の拡販に注力したことや10月からの長期収載品の保険給付の見直しが行われ、一部に

選定療養の仕組みが導入されたことにより、ジェネリック医薬品への切り替えがさらに進み、売上増収と

なりました。
 

        (b) 主力品・新薬

主力品・新薬の売上高については、薬価改定の影響等により売上高は前期を下回る結果となりました。
　
       2) 臨床検査薬

「ドロップスクリーン」は、１滴の血液で41項目のアレルゲンを30分で測定可能であり、検査センターへ

のアウトソーシングが主流であったアレルギー検査の医療現場での実施を実現し、新しい市場を創出してい

ます。社内外の連携を軸とした営業施策の推進も奏功し、国内での設置台数は1,400台超となりました。ま

た、当期は例年以上に花粉飛散量が増加したこともあり、売上高は引き続き増収基調のもと推移しました。

 
以上により、医薬品事業全体の売上高は31,386百万円（前期比6.0％増）、営業利益は506百万円（前期は

営業損失600百万円）となりました。
　

② その他

「その他」の事業については、受託試験事業（CRO）を行う子会社の株式会社化合物安全性研究所におい

て、医療機器の生物学的安全性試験が医療機器メーカーやアカデミアからの引き合いで伸長したことに加

え、人材強化を進めてきた臨床事業では医師主導治験の受注が倍増しました。

 
以上により、ヘルスケア事業及び不動産賃貸事業も含めた「その他」の事業については、売上高が1,184

百万円（前期比4.2％増）、営業利益が99百万円（前期比6.7％減）となりました。

 
これらの結果、当期の各セグメントを通算した連結の業績は、売上高が32,570百万円（前期比5.9％増）、

営業利益は606百万円（前期は営業損失494百万円）、経常利益は443百万円（前期は経常損失219百万円）、親

会社株主に帰属する当期純利益につきましては、294百万円（前期は親会社株主に帰属する当期純損失180百万

円）となりました。
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　(2) キャッシュ・フローの状況

当期における連結ベースの現金及び現金同等物は、営業活動により265百万円減少いたしました。また投資活

動においては1,655百万円の減少、財務活動においては305百万円の減少となりました。

この結果、当期末の現金及び現金同等物(以下、「資金」という)は7,021百万円(前期末比23.7％減)となりま

した。

 
　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当期において、営業活動による資金は、主に税金等調整前当期純利益の計上があった一方、仕入債務の減

少及びその他の流動負債の減少などにより、265百万円の減少(前期は296百万円の増加)となりました。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当期において、投資活動による資金は、主に有形固定資産の取得による支出などにより、1,655百万円の減

少(前期は3,139百万円の減少)となりました。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当期において、財務活動による資金は主に配当金の支払などにより、305百万円の減少(前期は1,447百万円

の増加)となりました。

　

　(3) 財政状態

流動資産は前期末に比べて1,769百万円減少し、30,066百万円となりました。これは、売上債権が増加した一

方、主に現金及び預金の減少によるものです。

固定資産は前期末に比べ2,072百万円増加し、19,785百万円となりました。これは、主に建物及び構築物並び

にリース資産の増加によるものです。

この結果、総資産は前期末に比べて302百万円増加し、49,851百万円となりました。

流動負債は前期末に比べて1,524百万円減少し、12,261百万円となりました。これは、主に仕入債務の減少に

よるものです。

固定負債は前期末に比べて1,121百万円増加し、18,422百万円となりました。これは、主にリース債務の増加

によるものです。

この結果、負債合計は前期末に比べて403百万円減少し、30,684百万円となりました。

純資産合計は前期末に比べて706百万円増加し、19,167百万円となりました。これは、主に為替換算調整勘定

の増加及び親会社株主に帰属する当期純利益の計上等によるものです。

 
　(4) 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づいて作成さ

れています。連結財務諸表の作成にあたり、期末時点の状況をもとに、種々の見積りと仮定を行っていますが、

それらは連結財務諸表に影響を及ぼします。連結財務諸表に与える影響が大きいと考えられる項目・事象は以下

のとおりです。

① 繰延税金資産

当社グループは、繰延税金資産について定期的に回収可能性を検討し、当該資産の回収が不確実と考えら

れる部分に対して評価性引当額を計上しています。回収可能性の判断においては、将来の課税所得見込額と

実行可能なタックス・プランニングを考慮して、将来の税金負担額を軽減する効果を有すると考えられる範

囲で繰延税金資産を計上しています。

将来の課税所得見込額はその時の業績等により変動するため、課税所得の見積に影響を与える要因が発生

した場合は、回収可能性の見直しを行い繰延税金資産の金額の修正を行うため、当期純損益金額が変動する

可能性があります。

② 退職給付債務及び退職給付費用

退職給付債務及び退職給付費用は、主に数理計算で設定される退職給付債務の割引率、年金資産の長期期

待運用収益率等に基づいて計算しています。割引率は、従業員の平均残存勤務期間に対応する期間の安全性

の高い長期債利回りを参考に決定し、また、年金資産の長期期待運用収益率は、過去の運用実績及び将来見

通し等を基礎として設定しています。割引率及び長期期待運用収益率の変動は、将来の退職給付費用に影響

を与える可能性があります。

③ 固定資産の減損

当社グループは、固定資産の減損に係る回収可能性の評価にあたり、収益性が著しく低下した資産または

資産グループについて、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上

しています。

固定資産の回収可能価額について、将来キャッシュ・フロー、割引率、正味売却価額等の前提条件に基づ
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き算出しているため、当初見込んでいた収益が得られなかった場合や、将来キャッシュ・フロー等の前提条

件に変更があった場合、固定資産の減損を実施し、当社グループの業績を悪化させる可能性があります。

 

　(5) 生産、受注及び販売の状況

　 ① 生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
 

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

医薬品事業 10,750 16.6

その他 ― ―

合計 10,750 16.6
 

(注) 　金額は、製造原価によっております。

 
　 ② 受注状況

当社グループは、主に販売計画に基づいて生産計画を立て、これにより生産をしております。

受注生産は一部の子会社で行っておりますが、受注残高の金額に重要性はないため、記載を省略しております。

 
　 ③ 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
 

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

医薬品事業 31,386 6.0

その他 1,184 4.2

合計 32,570 5.9
 

(注) １　セグメント間の取引については相殺消去しております。

    ２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

㈱メディセオ 5,351 17.4 6,014 18.5

アルフレッサ㈱ 5,511 17.9 5,778 17.7
 

 

５ 【重要な契約等】

特記すべき事項はありません。
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６ 【研究開発活動】

痛風・高尿酸血症治療薬として1988年に発売したウラリットで培ってきた当社独自のアルカリ化療法のノウハウを

活用し、異なる疾患領域でも医療と社会への貢献を果たすため、社外のビジネスパートナーと連携しながら、がん領

域、慢性腎臓病領域、健康食品領域の３つの分野で展開を進めています。

そのうち、がん領域においては、抗がん剤開発に特化した創薬系バイオベンチャー企業であるDelta-Fly Pharma株

式会社（以下、「DFP社」）とライセンス契約を締結している「DFP-17729」は、がん細胞周辺の微小環境改善作用を

有し、酸性に傾いているがん細胞周囲の微小環境をアルカリ化することで、難治性がんの治療効果が期待されていま

す。膵臓がん患者を対象としたフェーズⅡ/Ⅲ試験が2025年３月に開始されました。

慢性腎臓病（以下、CKD領域）においては、当社グループが協力を行い、東北大学で進められていた、アルカリ化

療法剤のCKDに対する効果を検討する臨床研究「CKOALA Study」においてウラリットの有用性が示唆され、得られた

結果が2024年６月にClinical and Experimental Nephrology のWeb 版に掲載されました。また、2024年７月からは

名古屋大学において、CKDにおける代謝性アシドーシスのアルカリ化療法による腎保護効果について医師主導臨床研

究が開始され、症例登録が進められています。

健康食品領域においては、これまで得られたデータを応用し、健康食品や保健機能食品などへの展開も進めていま

す。UHA味覚糖株式会社と共同開発した尿酸値を下げる機能性表示食品「サガルーノ」は、2024年９月から同社ECサ

イト及びAmazon、楽天市場で販売されています。

アルカリ化療法剤の新領域での展開は、ウラリット発売以来の歴史で培った当社ならではの独自のテーマであり、

この画期的なテーマで医療と社会への貢献を果たしてまいります。

自社での新薬開発については、有望化合物の探索研究に重点を置き、得られた成果を早期段階で導出することで、

開発上のリスクを軽減しつつ効率的に開発を進めていきます。また、パイプラインの拡充やAIなどの新技術を活用し

た研究開発を進めるため、各分野において最先端の研究を行っている企業・研究機関とのアライアンスにも積極的に

取り組んでいます。

NC-2600（P2X4受容体拮抗薬）はNC-2600は神経障害性疼痛に加え慢性咳嗽を新たな対象疾患とし、導出活動を行っ

ています。また、2024年７月には炎症性腸疾患に、2024年11月には子宮内膜症に対する可能性が期待できる論文が、

それぞれピサ大学（イタリア）と鳥取大学から発表されました。

NC-2800（オピオイドδ受容体作動薬）は、うつ・不安をターゲットとして国立研究開発法人日本医療研究開発機

構（以下、「AMED」）の「CiCLE事業」に採択され、この支援を受けて開発が進められています。住友ファーマ株式

会社と共同研究開発契約及びオプション契約を締結しており、現在は同社がCiCLE事業の研究開発に分担機関として

参画しています。2024年10月にAMEDから、フェーズⅠ試験の結果を含むマイルストーンの達成状況を踏まえてプログ

ラムの継続承認を得ており、現在はフェーズⅡa試験の実施準備が進行中です。

DFP社と日本国内における独占的販売権を取得するライセンス契約を締結している「DFP-14323」（抗がん剤候補化

合物）については、DFP社と日本国内における独占的販売権を取得するライセンス契約を締結しています。本剤は、

DFP社で開発が進められており、EGFR遺伝子変異陽性の非小細胞肺がん患者（ステージⅢ/Ⅳ）を対象とした、優越性

検証を目的とするフェーズⅢ比較試験において、国内の約30施設で症例登録が進行中です。

なお、医薬品事業における研究開発費の総額は2,292百万円であります。
 

　　(注) 「その他」の事業では、研究開発活動を行っていないため記載しておりません。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度における設備投資額は3,003百万円(工事ベース)で、セグメント別内訳は、医薬品事業2,914百万

円、その他の事業89百万円となっております。

主な内容は、生産設備・研究機器などの更新・充実であり、設備投資は継続的に行っております。

なお、生産能力に重要な影響を与える設備の売却、撤去はありません。

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

2025年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

本社
(東京都千代田区)

医薬品事業
総合統括
業務

149 0
891

( 432)
15 1,056 122

つくば工場
(茨城県筑西市)

〃
医薬品の
製造・製剤

― ―
907

(92,580)
― 907 ―

研究所
(埼玉県三郷市)

〃
医薬品の
研究

306 167
2,201

(14,894)
142 2,816 81

その他の設備
(埼玉県東松山市
他)

その他 賃貸施設 23 ―
5

(131)
― 29 ―

 

(注) １ 現在休止中の主要な設備はありません。

　  ２ つくば工場の土地907百万円(92,580㎡)は日本薬品工業株式会社に賃貸しております。

　  ３ 上記の他、北日本支店他４支店は連結会社以外からの賃借物件であります。
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(2) 国内子会社

2025年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び運搬

具

土地
(面積㎡)

リース
資産

その他 合計

日本薬品
工業㈱

工場
(筑西市、
稲敷市)

医薬品
事業

医薬品等
の製造・
加工他

5,270 731
122

(18,849)
940 71 7,135 297

㈱化合物
安全性
研究所

本社、
研究所
(札幌市
清田区)

その他
統括業務
試験設備

440 ―
283

(7,961)
6 98 829 74

 

(注)　現在休止中の主要な設備はありません。

 

(3) 在外子会社

 

会社名
事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び運搬

具

土地
(面積㎡)

リース
資産

その他 合計

Nippon
Chemipha
r
Vietnam
Co.,
Ltd.

工場
(ベトナム
社会主義
共和国
ビンズン
省)

医薬品
事業

医薬品の
製造

1,681 448 ― ― 342 2,473 154

 

(注) １ 在外子会社の決算日は12月31日であり、連結財務諸表の作成に当たっては在外子会社の決算日現在の財務諸

表を使用しているため、上記は2024年12月31日現在の状況を記載しております。

２ 現在休止中の主要な設備はありません。

３ 帳簿価額のうち、「その他」は工具、器具及び備品、長期前払費用の合計であります。なお、土地使用権に

ついては、長期前払費用に計上しております。

　

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

 
(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 15,400,000

計 15,400,000
 

　

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2025年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2025年６月20日)

上場金融商品取引所名又は登録認
可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 4,261,420 4,261,420
東京証券取引所

 （スタンダード市場）
単元株式数は100株であり

ます

計 4,261,420 4,261,420 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
 

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2016年10月１日
(注)

△38,352 4,261 ― 4,304 ― ―
 

(注)　2016年６月29日開催の定時株主総会決議により、2016年10月１日付で10株を１株に株式併合したことに伴う減

少であります。
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(5) 【所有者別状況】

2025年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 10 18 56 22 11 3,579 3,696 ―

所有株式数
(単元)

― 3,933 732 13,877 493 552 22,691 42,278 33,620

所有株式数
の割合(％)

― 9.30 1.73 32.82 1.17 1.31 53.67 100.00 ―
 

(注) １　自己株式610,175株は、「個人その他」に6,101単元、「単元未満株式の状況」に75株をそれぞれ含めて記載

しております。

　　 ２　株式会社証券保管振替機構名義の株式が、上記「その他の法人」に３単元含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

2025年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式

総数(自己株式を

除く)に対する

所有株式数

の割合(％)

ジャパンソファルシム株式会社 東京都千代田区岩本町二丁目２番３号 714 19.56

豊島薬品株式会社 東京都千代田区岩本町二丁目２番３号 242 6.63

日本生命保険相互会社
（常任代理人 日本マスタート
ラスト信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内一丁目６番６号
（東京都港区赤坂一丁目８番１号）

144 3.94

今村　均 千葉県東金市 126 3.45

ゼリア新薬工業株式会社 東京都中央区日本橋小舟町10番11号 121 3.32

日本ケミファ従業員持株会 東京都千代田区岩本町二丁目２番３号 114 3.13

山口　一城 東京都港区 109 3.01

上田八木短資株式会社 大阪市中央区高麗橋二丁目４番２号 100 2.74

株式会社きらぼし銀行 東京都港区南青山三丁目10番43号 75 2.08

シオノケミカル株式会社 東京都中央区八重洲２丁目10番８号 58 1.59

計 － 1,805 49.46
 

(注)　上記のほか当社所有の自己株式610千株があります。

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2025年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 610,100
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,617,700
 

36,177 ―

単元未満株式 普通株式 33,620
 

― ―

発行済株式総数 4,261,420 ― ―

総株主の議決権 ― 36,177 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が300株（議決権３

個）含まれております。

　　 ２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式75株が含まれております。
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② 【自己株式等】

2025年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本ケミファ株式会社

東京都千代田区岩本町
二丁目２番３号

610,100 ― 610,100 14.32

計 ― 610,100 ― 610,100 14.32
 

 

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号及び会社法第155条第13号による普通株式の取得
 

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号及び会社法第155条第13号による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 482 441

当期間における取得自己株式 2 2
 

(注)　当期間における取得自己株式には、2025年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、株式交付、会社分割に
係る移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 610,175 ― 610,177 ―
 

(注)　当期間における保有自己株式数には、2025年６月１日から有価証券報告書提出日までの新株予約権の権利行使

及び単元未満株式の買取りによる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要政策の一つとして位置付けており、今後予想される業界の競

争激化に備え、経営全般の効率化による収益力の向上と財務体質の強化を図るとともに、安定的な配当を行うことを

基本としております。

　内部留保につきましては、主に研究開発、生産設備の増強等、事業活動の拡大並びに経営基盤の強化に活用してま

いります。

 当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的方針としております。配当の決定機関は、中間配

当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

　当事業年度の剰余金の配当につきましては、上記方針に基づき、50円の配当をすることにいたしました。

　なお、当社は取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款に定め

ております。

 

　　　　　(注)基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

 決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

 
2025年６月19日
定時株主総会決議

182 50
 

　

４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、企業価値・株主共同の利益を維持・拡大させるために、株主の皆様から負託された経営責任を重く受

け止め、経営組織とその運用のあり方の適正化に努め、株主の皆様はもとより、従業員、顧客、取引先、債権

者、地域社会をはじめとする様々なステークホルダーに対して一層の経営の透明性を高め、公正な経営を実現す

ることを最重要事項としております。

② 企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

・当社は、経営機能を「意思決定機能・監督機能」と「業務執行機能」とに分離し、前者を独立性の高い社外取

締役が３名かつ３分の１以上の比率を占める取締役会（任期２年）に、後者を執行役員会議にそれぞれ配分し

ております。取締役会は有価証券報告書提出日現在、山口一城、安本昌秀、速水康紀、中島慎司、吉野正己、

大向尚子、成田学の取締役７名（うち３名は社外取締役）で構成されており、執行役員会議は有価証券報告書

提出日現在、山口一城、安本昌秀、速水康紀、中島慎司、工藤伸一、宮田裕文、又木隆浩、吉田真也、古屋雅

己、田代康正の執行役員10名によって構成されております。

・また、当社は監査役会を設置しており、監査役が取締役会その他の社内の重要会議等に積極的に参加すること

で把握した取締役及び執行役員等の職務執行状況全般について、厳正中立な監査を行っております。監査役会

は有価証券報告書提出日現在、常勤監査役牧野盛１名と山口留美、柴毅の非常勤監査役（社外監査役）２名に

より構成されています。

・社外取締役及び社外監査役は、株式会社東京証券取引所（以下、「東京証券取引所」といいます。）が定める

独立役員の要件及び当社の定める社外役員の独立性判断基準を満たしており、いずれも当社からの独立性を有

しております。当社は、所属する法律事務所の方針に従い届出は行わない社外取締役大向尚子を除き、これら

社外役員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届け出ております。

・リスク管理や内部統制システムの整備等を通じて内部管理体制の強化にも努めております。具体的には、内部

統制基本方針や法令等遵守行動基準などに基づいた健全な企業活動を推進し、コーポレート・ガバナンスの充

実を図っております。

・取締役候補者の指名を行うにあたっては、共通項目として人格・識見に優れていること、社内取締役候補者の

指名を行うにあたっては、これまでの担当業務における業績とマネジメント能力が秀でていること、および当

社の業務全般にわたり広い視野を有すること、また、社外取締役候補者の指名を行うにあたっては、東京証券

取引所の定める独立役員の要件および当社の定める社外役員の独立性判断基準を満たしているとともに、高度

な専門知識と幅広い経験、能力および責任感を有することを重視しています。取締役候補者は、代表取締役社

長が選定し、取締役会での承認を得た後、株主総会の決議により取締役に選任しています。

・監査役候補者の指名を行うにあたっては、共通項目として人格・識見に優れていること、社内監査役候補者の

指名を行うにあたっては、当社の業務全般に精通しており取締役の職務執行の適正性・妥当性を監査する適性
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を有すること、また、社外監査役候補者の指名を行うにあたっては、東京証券取引所の定める独立役員の要件

および当社の定める社外役員の独立性判断基準を満たしているとともに、高度な専門知識と経験、能力および

責任感を有していることを重視しています。

・当社は上述のとおり、監査役会設置会社制度を採用しております。これは、当社の企業規模や経営の進め方を

勘案しますと、当社グループの事業や社内事情に精通する社内取締役及び専門領域における知識・経験を有す

る社外取締役で構成される取締役会が経営意思決定・監督を行い、社外監査役を含む監査役会がそうした経営

の監視を行う体制が、現時点で最適であると考えるためです。
 

なお、当社の提出日現在におけるコーポレート・ガバナンス体制は以下のとおり図示されます。
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③ 企業統治に関するその他の事項

(企業統治に関する事項―内部統制システムの整備の状況、リスク管理体制の整備状況)

当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき2006年５月12日開催の取締役会において内部統制基本方針を制定

し、その後、社会情勢の変化に鑑み、適宜改正しております。

・取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

1）日本ケミファグループ法令等遵守行動基準を定め、当社及び子会社（以下、日本ケミファグループとい

う。）の役員・使用人が法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるための行動規範とする。また、そ

の徹底を図るため、法令等遵守担当取締役を委員長とする法令等遵守推進委員会を設置し、同委員会が中

心となって当社の役員・使用人の教育等を行う。

2）社長直轄の内部監査部門は、法令等遵守推進委員会と連携の上、法令等遵守の状況を監査する。これらの

活動結果は、定期的に取締役会及び監査役会に報告されるものとする。

3）法令上疑義のある行為等について役員・使用人等が直接情報提供を行う手段として、常勤監査役、法令等

遵守担当役員、法令等遵守推進委員会事務局、及び社外取締役、社外監査役、社外弁護士等の中から法令

等遵守推進委員会が定める１人又は複数の者宛てのホットラインである「Nippon Chemiphar Hot Line」を

設置・運営する。この場合、通報者の希望により匿名性を保証するとともに、通報者に不利益が無いこと

を確保する。

・取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

1）文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を電磁的記録その他各種の記録及び書面文書（以下、

「文書」という）に記録し、保存する。

2）取締役及び監査役は、常時これらの文書を閲覧できる。

・損失の危険の管理に関する規程その他の体制

1）当社の経営に重大な影響を及ぼす種々のリスクを把握するとともに、リスクに係る管理体制の整備、発現

したリスクへの対応等を行うため、リスク管理規程を制定する。

2）リスク管理規程に基づきリスク毎の責任部署を定めたうえ、当社のリスクを総合的に管理するため、リス

ク管理担当取締役を委員長とするリスク管理委員会を設置する。同委員会は当社のリスク管理について、

定期的に取締役会に報告する。

3）コンプライアンス及び情報セキュリティに関するリスクについては、リスク管理委員会の下部組織として

設置する法令等遵守推進委員会及び情報セキュリティ委員会が所管する。

4）内部監査部門は、リスク管理委員会と連携の上、各部署のリスク管理の状況を監査する。

・取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

1）取締役会は経営方針及び中長期経営計画を策定し、これに基づき役員・使用人が共有する経営目標を定め

る。

2）経営目標達成のために、各執行役員は取締役会により分配された権限に基づく具体的目標と効率的な達成

の方法を定める。

3）執行役員会議は定期的に、各執行役員の目標達成進捗状況をレビューし、改善を促す。

4）執行役員会議のレビューを受けて取締役会は当初の経営方針及び中長期経営計画あるいは経営目標の妥当

性を議論し、職務執行の効率化の観点から、必要がある場合は随時見直す。

・当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

1）子会社に対して、職務執行に係る事項について定期的に報告させるとともに、必要の都度、その報告を求

めることができる。

2）リスク管理委員会で、日本ケミファグループのリスクを総合的に管理するとともに、子会社毎に担当執行

役員を任命し、担当子会社がコンプライアンス及び情報セキュリティに関するリスクも含めたリスク管理

体制を構築するよう指導する。

3）企業集団としての事業活動を行うために必要な基本事項をグループ管理規程に定め、その適切な運用によ

り、子会社取締役の職務の執行の効率性の向上を図る。

4）子会社に日本ケミファグループ法令等遵守行動基準を適用し、法令等遵守推進委員会がグループ全体のコ

ンプライアンス・リスクを管理する体制とし、また、「Nippon Chemiphar Hot Line」を子会社の役員・使

用人等が利用できるように運営する。

5）日本ケミファグループに属する会社間の取引は、法令・会計原則その他の社会規範に照らし適切なもので

なければならない。

6）内部監査部門は、日本ケミファグループにおける内部監査を実施又は統括し、日本ケミファグループの内

部統制の有効性と妥当性を確保する。

7）監査役は、日本ケミファグループの連結経営に対応したグループ全体の監視・監査を実効的かつ適切に行

えるよう会計監査人及び内部監査部門と協働して適切な体制を構築する。
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・監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制並びにその使用人の

取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

1）監査役は、内部監査部門の使用人あるいはその業務を行うに適切な部署の使用人を補助者（以下、「補助

者」という。）として、監査業務に必要な事項を命令することができる。

2）補助者は、監査役の監査業務に関する命令に関して、会社の指揮命令を受けないものとする。また、補助

者の人事異動等については、監査役会の意見を尊重するものとする。

3）補助者が、監査役の監査業務に関する命令を受けたときは、専らその指揮命令に従うものとする。

・当社及び子会社の取締役・使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

1）日本ケミファグループの役員・使用人は、法定の事項、日本ケミファグループに重大な影響を及ぼす事

項、内部監査の実施状況を監査役会に対してすみやかに報告する。

2）報告の方法（報告者、報告受領者、報告時期等）については、監査役会との協議により決定する。

3）日本ケミファグループは、監査役会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として、不利な取り扱い

を受けないことを確保する。

・監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又

は債務の処理に係る方針に関する事項

当社は、監査役がその職務の執行について当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払等の請求をしたと

きは、担当部署において審議の上、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認

められた場合を除き、すみやかに当該費用又は債務を処理する。

・その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

   監査役会は、代表取締役社長、監査法人とそれぞれ定期的な意見交換会を開催する。

・財務報告の信頼性を確保するための体制

1）日本ケミファグループの財務報告の信頼性を確保するため、全社統制及び業務プロセスにおける文書化な

ど体制整備を進める。

2）構築した体制を運用し、その評価及び改善を適宜行い、財務報告の重要な事項に誤りが発生するリスクを

低減することに努める。

・反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方とその整備状況

1）市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは断固として対決し、これらとかかわりのある企

業、団体とはいかなる関係も持たない旨を日本ケミファグループ法令等遵守行動基準に定め、日本ケミ

ファグループの役員・使用人全員に周知徹底する。

2）平素より関係行政機関などからの情報収集に努め、事案の発生時には関係行政機関や弁護士などと緊密に

連携を取り、組織全体としてすみやかに対処する。

 
(社外取締役及び社外監査役との間で会社法第427条第１項に規定する契約の概要)

当社は社外役員として有能な人材を迎えることができるよう、社外役員との間で、当社への損害賠償責任を

一定の範囲に限定する契約を締結することができる旨を定款に定めており、全社外取締役及び全社外監査役そ

れぞれとの間で、会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第１項の賠償責任を限定する責任限定契約

を締結しております。

　その契約内容の概要は次のとおりであります。

・社外役員が任務を怠ったことによって当社に対し損害賠償責任を負う場合は、会社法第425条第１項各号に

定める金額の合計額を限度として、その責任を負うものとします。

・上記の責任限定が認められるのは、社外役員がその責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大

な過失がないときに限るものとします。
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（当社の支配に関する基本方針）

(1)基本方針の内容の概要

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び事業の内容や当社の企業価値の

源泉を十分に理解し、当社が企業価値・株主共同の利益を継続的に確保、向上していくことを可能とする者で

ある必要があると考えています。

但し、当社の支配権の移転を伴う買付提案についての判断は、最終的には株主の皆様全体の意思に基づき行

われるべきものと考えております。また、当社は、当社株式の大量買付であっても、当社の企業価値・株主共

同の利益に資するものであれば、これを一概に否定するものではありません。

しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵

害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式

の大量買付の内容等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報

を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との交渉を必

要とするもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

当社では、グループとして企業価値の向上・確保に努めておりますが、特に、当社の企業価値の源泉は、ⅰ)

自社グループ一貫の開発・生産体制を備え、コスト競争力のある海外生産拠点を有し、国内市場において信頼

されるポジションを維持するジェネリック医薬品事業、ⅱ)市場からの高評価を背景に普及が進む画期的なアレ

ルギー検査製品、及びその基盤となるコア技術を擁する臨床検査薬事業、ⅲ)探索に特化した自社創薬機能、及

びアルカリ化療法をはじめとする自社技術・ノウハウとのシナジーを重視した開発戦略により、効率性と開発

確度を追求する新薬事業、というそれぞれ独自性がある3つの異なる事業を同時に推進し、ⅳ)それら事業の成

果を海外へ展開するというユニークなビジネスモデルを維持していることです。当社株式の大量買付を行う者

が、当社の財務及び事業の内容を理解するのはもちろんのこと、こうした当社の企業価値の源泉を理解し、こ

れらを中長期的に確保し、向上させられるのでなければ、当社の企業価値・株主共同の利益は毀損されること

になります。

当社としては、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財務及

び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては必要かつ相当

な対抗措置を採ることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

 
(2)基本方針の実現に資する特別な取組みの概要

 ①中期経営計画による取組み

　当社は、近年ますますスピードが増している経済環境や制度の変化にタイムリーに対応すべく、2015年度よ

り期間３ヶ年の中期経営計画を毎年ロールオーバーしております。この中期経営計画においては、３つの事業

ドメインそれぞれに収益基盤を強化し成長軌道を確実なものとするべく、ⅰ)品質第一を前提に質を追求した

特色ある「ジェネリック医薬品事業」の展開、ⅱ)ドロップスクリーンを軸にした「臨床検査薬事業」の業容

拡大、ⅲ)アルカリ化療法の多面展開及び各パイプラインの開発進展・拡充による「新薬事業」の収益実現へ

の取組みを継続・強化するとともに、ⅳ)これらの取組みの成果をベースにした海外への展開を一層推進・拡

大することを掲げております。

　まず、ジェネリック医薬品事業につきましては、国内市場が成熟期を迎える中で、事実上毎年薬価改定が実

施されており、近時の薬価改定においては一部不採算品や最低薬価品の薬価引き上げ措置や、中間年改定自体

の見直しの機運が高まるなど好転の兆しは見られるものの、依然として厳しい収益環境が続いています。一方

で、他社品質問題に端を発したここ数年の市場全体の供給不安が未だ収束しておらず、このような状況下、当

社は、品質の高い製品を安定して供給することを第一に、グループ横断的に品質保証体制の継続強化に取り組

むとともに、2024年８月に新設備の実装工事を完了した日本薬品工業㈱つくば工場３号棟２階の早期商業生産

開始に向けた対応、及びNippon Chemiphar Vietnam Co., Ltd.ベトナム工場のさらなる製造品目拡大、並び

に、必要な人員増強や設備投資を継続的に実施するなど、安定供給の確保に向けた不断の努力を続けてまいり

ます。営業面では、多様な販路を活用して利益品目の拡販に注力し、営業支援システムやAIツールも駆使した

効率的な営業活動を推進してまいります。また、開発面では、開発・製造・販売を自社グループで一貫して手

掛ける強みを活かし、品質への信頼性と発売後の安定供給を最優先で確保するべく開発初期からグループ関連

部門と連携して開発を進めるとともに、開発品目の選定にあたっては、医療関係者や患者さんのニーズを反映

した特色のある製品や、競争優位性を確保できる品目の選定を行っています。これに付随して、患者さんや医

療現場のニーズを充たす付加価値医薬品やエッセンシャルドラッグの導入・販売にも引き続き取り組んでまい

ります。

　次に、臨床検査薬事業につきましては、2024年度に国内累計設置台数1,400台を突破してなお高い潜在成長

余地が期待されるドロップスクリーンについて、2025年度には累計2,000台を目指して販売体制を拡充すると

ともに、製品の改良、製造コストの低減など、あらゆる面で改善に努めてまいります。加えて、海外での発売

に向けて、製品開発、各国法規制対応、パートナー選定などにも取り組んでいます。
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　新薬事業につきましては、うつ・不安をターゲットに住友ファーマ株式会社と共同研究開発を進めているオ

ピオイドδ受容体作動薬「NC-2800」について、現在、国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）によ

る医療研究開発革新基盤創成事業（CiCLE）の下でフェーズⅡa試験の実施準備が進行中です。また、Delta-

Fly Pharma株式会社から導入したアルカリ化療法によるがん微小環境改善剤「DFP-17729」の膵臓がんを対象

としたフェーズⅡ/Ⅲ試験が2025年３月から、同じく同社から導入した抗がん剤候補化合物「DFP-14323」は、

EGFR遺伝子変異陽性非小細胞肺がんを対象としたフェーズⅢ試験が2024年２月から開始されています。アルカ

リ化療法剤についてはさらに、当社が協力し東北大学で進められていた慢性腎臓病に対する効果を検討する臨

床研究において有用性が示唆されているところ、新たに2024年７月から名古屋大学において慢性腎臓病におけ

る腎保護効果について医師主導臨床研究が開始されています。P2X4受容体拮抗薬「NC-2600」は、従来から

ターゲットとしてきた神経障害性疼痛に加え、慢性咳嗽も対象疾患に加えて導出活動を推進しており、また、

2024年11月には子宮内膜症に対する可能性が期待できる論文が鳥取大学から発表されました。以上のように有

望な新薬候補テーマが大きく進展・拡充しており、これらをさらに着実に進展させることで順次収益貢献の実

現を図ってまいります。

　海外展開につきましては、ASEAN、中国を中心とする医薬品の事業基盤の強化、その一環として、Nippon

Chemiphar Vietnam Co., Ltd.の機能を活用したベトナム及び周辺国・地域での開発・製造・販売品目の拡大

を通じた当社グループの現地でのブランド確立、及び次なる市場候補である中東・アフリカでの開発品目選定

を推進してまいります。

　当社は、３つの事業ドメインにおけるこれらのミッションに一貫して継続的に取り組むことが、国内外の医

薬品業界を取り巻く環境変化に対処するとともに、将来にわたる当社グループの持続的成長を可能とし、当社

の企業価値、すなわち、株主共同の利益を維持・拡大する最良の方策であると考えます。

 
　②コーポレート・ガバナンスの強化

当社は、企業価値・株主共同の利益を維持・拡大させるために、株主の皆様から負託された経営責任を重

く受け止め、経営組織とその運営のあり方の適正化に努め、株主の皆様はもとより、従業員、顧客、取引

先、債権者、地域社会をはじめとする様々なステークホルダーに対して一層の経営の透明性を高め、公正な

経営を実現することを最重要事項としております。

当社は、会社の機関設計に関し、経営効率の向上とコーポレート・ガバナンスの強化を図ることを目的

に、経営機能を「意思決定機能・監督機能」と「業務執行機能」とに分離し、前者を独立性の高い社外取締

役が３名かつ３分の１以上の比率を占める取締役（会）に、後者を執行役員（会議）にそれぞれ配分してお

ります。

また、監査役会設置会社として独立性の高い社外監査役２名を含む監査役の監査により経営の透明性・公

正性を高め、取締役会の意思決定の監視・監督機能の強化を図っております。

社外取締役及び社外監査役は、株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）の定め

る独立役員の要件及び当社の定める社外役員の独立性判断基準を満たしており、いずれも当社からの独立性

を有しております。当社は、所属する法律事務所の方針に従い届出は行わない社外取締役大向尚子を除き、

これら社外役員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届け出ております。

また、リスク管理や内部統制システムの整備等を通じて内部管理体制の強化にも努めております。具体的

には、内部統制基本方針や法令等遵守行動基準などに基づいた健全な企業活動を推進し、コーポレート・ガ

バナンスの充実を図っております。

これらの取組みにより株主の皆様をはじめとする様々なステークホルダーとの信頼関係をより一層強固な

ものにし、企業価値の継続的な向上を目指してまいります。

・基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

組みの概要

　　当社は、2025年６月19日開催の第93回定時株主総会において、当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収

への対応方針）について、2007年に導入した内容、並びに2010年、2013年、2016年、2019年及び2022年に改定

された内容を一部再改定して更新することを上程し、株主の皆様のご承認をいただきました（以下、再改定後

のプランを「本プラン」といいます。）。本プランの内容の概要は次のとおりであります。

　 1)目的

　当社取締役会は、基本方針に定めるとおり、当社の企業価値・株主共同の利益に資さない当社株式の大量

買付を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えています。本プ

ランは、こうした不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止し、当社の

企業価値・株主共同の利益に反する大量買付を抑止するとともに、大量買付が行われる際に、当社取締役会

が株主の皆様に代替案を提案したり、若しくは株主の皆様がかかる大量買付に応じるべきか否かを判断する

ために必要な情報や時間を確保したり、又は株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とすることを目的

EDINET提出書類

日本ケミファ株式会社(E00957)

有価証券報告書

 29/107



としております。

 2)本プランの概要

 (a)本プランに係る手続の設定

本プランは、当社の株券等に対する買付等が行われる場合に、買付等を行う者（以下、「買付者等」とい

います。）に対し、事前に当該買付等に関する情報の提供を求め、当該買付等についての情報収集・検討等

を行う時間を確保した上で、株主の皆様に当社経営陣の計画や代替案等を提示し、又は買付者等との交渉等

を行うための手続を定めています。

 (b)新株予約権の無償割当ての利用

買付者等が本プランにおいて定められた手続に従うことなく買付等を行う等、当社の企業価値・株主共同

の利益が害されるおそれがあると認められる場合には、当社は、買付者等による権利行使は認められないと

の行使条件及び当社が買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得する旨の取得条項が付さ

れた新株予約権（以下、「本新株予約権」といいます。）を、その時点の当社を除く全ての株主の皆様に対

して新株予約権無償割当ての方法（会社法第277条以降に規定されます。）により割当てます。

 (c)特別委員会の利用及び株主意思の確認

本プランにおいては、本新株予約権の無償割当ての実施、不実施又は取得等の判断について、取締役の恣

意的判断を排するため、独立性のある社外取締役等から構成される特別委員会の客観的な判断を経るものと

しています。

また、当社取締役会は、これに加えて、本プラン所定の場合には事前又は事後に株主の皆様の意思を確認

するための株主総会を招集し（以下かかる株主総会を「株主意思確認株主総会」といいます。）、新株予約

権無償割当ての実施に関する株主の皆様の意思を確認することがあります。

 (d)本新株予約権の行使及び当社による本新株予約権の取得

本プランに従って本新株予約権の無償割当てがなされ、買付者等以外の株主の皆様により本新株予約権が

行使された場合、又は当社による本新株予約権の取得と引換えに、買付者等以外の株主の皆様に対して当社

株式が交付された場合、当該買付者等の有する当社株式の議決権割合は最大約50％まで希釈化される可能性

があります。

 (e)情報開示

上記(a)ないし(d)の各手続の過程については、適宜株主の皆様に対して情報開示がなされ、その透明性を

確保することとしております。

 3)本プランの有効期間、廃止

本プランの有効期間は、第93回定時株主総会終了後３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結の時までとします。

但し、有効期間の満了前であっても、ⅰ)当社の株主総会において第93回定時株主総会決議による当社取締役

会への委任を撤回する旨の決議が行われた場合、又は、ⅱ)当社取締役会において本プランを廃止する旨の決議

が行われた場合には、本プランは当該決議に従い廃止されるものとします。

 4)株主の皆様への影響

　本新株予約権の無償割当て自体が行われていない場合には、株主の皆様に直接具体的な影響が生じることは

ありません。他方、本プランが発動され新株予約権行使の手続を行わなければ、その保有する株式が希釈化さ

れる場合があります（但し、当社が当社株式を対価として新株予約権の取得の手続を行った場合、保有する当

社株式全体の価値の希釈化は原則として生じません。）。

・上記取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

 1)基本方針の実現に資する特別な取組みについて

将来にわたる当社グループの持続的成長のため３つの事業ドメインを中心とした各種取組み、コーポレー

ト・ガバナンスの強化の各施策は、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための

具体的方策として策定されたものであり、当社の基本方針に沿うものです。

したがって、当該取組みは基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するものであり、当社の会社役員

の地位の維持を目的とするものではございません。

 2)基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組みについて

本プランは、企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させることを目的として導入されたものであ

り、基本方針に沿うものです。

また、本プランは、株主の承認を得た上で更新されており、一定の場合に本プランの発動の是非について株

主意思確認株主総会において株主の皆様の意思を確認することができることや、有効期間が約３年間と定めら

れた上、株主総会又は取締役会によりいつでも廃止することができるとされているなど株主意思を重視するも

のであること、買収への対応方針に関する公の指針の要件を完全に充足していること、独立性のある社外取締
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役等のみから構成される特別委員会の判断の重視や情報開示の仕組みが確保されていること、合理的な客観的

発動要件が設定されていること等により、その公正性・客観性が担保されており、企業価値ひいては株主共同

の利益に資するものといえます。

したがって、当該取組みは基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するものであり、当社の会社役員

の地位の維持を目的とするものではございません。

 
③ 取締役の定数

当社の取締役は、経営体制における意思決定手続の迅速化を図るため、10名以内とする旨を定款で定めており

ます。

 
④ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。また、取締役の選任決議については、累積

投票によらないものとする旨も定款で定めております。

 
⑤ 取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役が職務の遂行にあたり、その能力を十分に発揮し、期待される役割を果たし得る

ように、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む）及び

監査役（監査役であった者を含む）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除す

ることができる旨を定款で定めております。

 
⑥ 取締役会にて決議できる株主総会決議事項

当社は定款にて、次の事項を取締役会で決議できる旨を定めております。

（自己株式の取得）

当社は、会社法第165条第２項の規定により、機動的な資本政策を遂行できるように、取締役会決議によっ

て市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。

（中間配当の決議）

当社は、会社法第454条第５項の規定により、株主への機動的な利益還元を行うため、取締役会の決議に

よって、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款で定めております。

 
⑦ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める決議をより確実に行うことが可能となるよう定足数緩和を行うため、

議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以

上をもって行う旨を定款で定めております。
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⑧ 取締役会の活動状況

当事業年度において当社の取締役会は８名の取締役（うち３名は社外取締役）で構成され、代表取締役社長を

議長として月１回開催しており、個々の取締役の出席状況については次のとおりであります。

氏名 開催回数 出席回数

　代表取締役社長 山口 一城 13 13

 取締役         轡田 雅則 13 13

　取締役         山川 富雄 13 13

　取締役         安本 昌秀 13 13

　取締役         速水 康紀 13 13

　取締役（社外） 原田 裕司 13 13

　取締役（社外） 吉野 正己 13 13

 取締役（社外） 大向 尚子 13 13
 

取締役会における具体的な検討内容は、法令・定款で定められた事項のほか、経営方針、中長期経営計画の

策定及び重要事項の決議であります。また、取締役会にはすべての監査役が出席し、重要事項の決定、業務執

行状況などについても、十分な監査機能を発揮できる体制を整えております。

社外取締役は、当社との間に特別の利害関係がなく高い独立性を有しており、独立した立場から経営監督す

る役割を担っております。
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(2) 【役員の状況】

① 役員一覧

男性8名　女性2名　（役員のうち女性の比率20％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役社長
 

代表執行役員社長
山　口　一　城 1958年７月23日生

1981年４月 ㈱第一勧業銀行入行

1985年４月 当社入社

1987年６月 取締役

1989年６月 常務取締役

1990年６月 代表取締役専務取締役

1993年６月 代表取締役副社長

1994年６月 代表取締役社長

2001年６月 代表取締役社長 代表執行役員

2005年５月 代表取締役社長

代表執行役員社長(現任)

2016年６月 ジャパンソファルシム㈱

代表取締役(現任)

(注)
３

110

取締役
 

 専務執行役員
経営全般補佐　リスク管理・
経営企画部・情報システム
部・臨床検査薬事業部担当兼

ヘルスケア部長
 

安　本　昌　秀 1967年10月20日生

1991年４月 ㈱日本長期信用銀行入行

2002年11月 KPMGヘルスケアジャパン㈱入社

2005年４月 当社入社

2007年10月 総合企画室長

2008年７月 執行役員広報室担当

兼経営企画部長

2012年６月 取締役執行役員

管理部・情報システム部・広報
室担当兼経営企画部長

2023年４月 取締役常務執行役員 情報システ

ム部・広報室・臨床検査薬事業
部担当兼経営企画部長兼ヘルス
ケア部長

2025年４月 取締役専務執行役員
経営全般補佐 リスク管理・経営

企画部・情報システム部・臨床
検査薬事業部担当兼ヘルスケア
部長（現任）

(注)
３

6

取締役
 

 常務執行役員
創薬研究所・製剤技術開発
部・海外事業部・メディカル
アフェアーズ部担当兼開発企

画部長
 

速　水　康　紀 1962年10月28日生

1988年４月 山之内製薬㈱入社

2007年10月 大塚製薬㈱入社

2013年11月 マリンクロットジャパン㈱入社

2015年11月 オンコリスバイオファーマ㈱入

社

2017年７月 当社入社

2018年４月 開発企画部長

2019年４月 執行役員 開発企画部長

2023年６月 取締役執行役員 メディカルア

フェアーズ部担当兼開発企画部

長

2025年４月 取締役常務執行役員 創薬研究

所・製剤技術開発部・海外事業

部・メディカルアフェアーズ部

担当兼開発企画部長（現任）

(注)
３

2
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役
 

執行役員
法令等遵守・総務部・グルー
プ購買・営業管理センター担

当兼管理部長

中　島　慎　司 1962年12月20日生

1986年４月 ㈱金門製作所入社

1998年４月 ダイムラー・ベンツインター

サービステレマティック日本㈱

入社

2000年４月 当社入社

2012年４月 管理部長

2015年４月 執行役員 管理部長

2017年４月 執行役員 営業管理センター担当

兼管理部長

2019年４月 執行役員 購買・物流センター・

営業管理センター担当兼管理部

長

2025年６月 取締役執行役員

法令等遵守・総務部・グループ

購買・営業管理センター担当兼

管理部長（現任）

(注)
３

1

取締役 吉　野　正　己 1960年４月23日生

1985年４月 外務省入省

1995年４月 弁護士登録

(第一東京弁護士会所属)

 梶谷綜合法律事務所入所

1996年４月 TMI総合法律事務所入所

2002年１月 米国ニューヨーク州弁護士登録

2003年１月 TMI総合法律事務所パートナー

2004年10月 竹川・岡・吉野法律事務所入所

同事務所パートナー

2007年６月 ㈱新川　社外監査役

2014年７月 吉野総合法律事務所開設

(現在に至る)

2019年６月 当社社外取締役(現任)

㈱新川　社外取締役（監査等委

員）

2019年９月 ㈱パン・パシフィック・インター

ナショナルホールディングス　社

外取締役（監査等委員）

(注)
３

2

取締役 大　向　尚　子 1974年12月30日生

2002年10月 弁護士登録

（東京弁護士会所属）

あさひ狛法律事務所（現西村あ

さひ法律事務所・外国法共同事

業）入所

2005年４月 東京弁護士会国際委員会委員

2008年９月 米国ニューヨーク州弁護士登録

2014年６月 ㈱プレステージ・インターナ

ショナル 社外取締役

2015年６月 経済産業省 侵害判定諮問調査員

（現任）

2016年７月 経済産業省産業構造審議会知的

財産分科会商標制度小委員会委

員

2016年７月 日弁連知的財産センター意匠・

商標・不正競争PT副座長

2018年７月 日本商標協会 理事（非常勤）

（現任）

2021年１月 西村あさひ法律事務所（現西村

あさひ法律事務所・外国法共同

事業）パートナー（現任）

2023年６月 当社社外取締役(現任)

大同生命保険㈱ 社外取締役（現

任）

2024年７月 日本放送協会関連団体事業活動審

査委員会委員（現任）

(注)
３

0
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役 成　田　　　学 1959年３月29日生

1981年４月 ㈱住友銀行入行

2008年４月 ㈱三井住友銀行執行役員

2011年４月 ㈱三井住友銀行常務執行役員

2013年４月 ㈱三井住友フィナンシャルグ

ループ常務執行役員

2013年６月 ㈱三井住友フィナンシャルグ

ループ取締役

2014年４月 ㈱三井住友銀行取締役兼専務執

行役員

2015年４月 ㈱三井住友銀行専務執行役員

2017年３月 ㈱三井住友銀行取締役兼専務執

行役員

2017年４月 ㈱三井住友フィナンシャルグ

ループ副社長執行役員

㈱三井住友銀行取締役兼副頭取

執行役員

2017年６月 ㈱三井住友フィナンシャルグ

ループ執行役副社長

2019年４月 ㈱三井住友フィナンシャルグ

ループ副会長

㈱三井住友銀行副会長

2022年６月 銀泉㈱代表取締役社長

2025年６月 当社社外取締役（現任）

銀泉㈱取締役会長（予定）

(注)
３

―

常勤監査役 牧　野　　　盛 1960年１月22日生

1984年４月 城南信用金庫入庫

1990年９月 ㈱長崎屋入社

2000年４月 当社入社

2006年４月 管理部課長

2017年４月 社長室内部監査課兼管理部

2019年８月 監査役付兼社長室内部監査課兼

管理部

2020年６月 監査役（現任）

(注)
４

3

監査役 山　口　留　美 1968年８月13日生

1991年４月 中央新光監査法人入所

1994年３月 公認会計士登録

2007年８月 山口留美公認会計士事務所開設
（現在に至る）

2012年３月 税理士登録

山口留美税理士事務所開設

（現在に至る） 
2022年６月 当社社外監査役（現任）

2025年６月 ㈱小森コーポレーション社外取
締役（監査等委員）（現任）

(注)
５

0

 

EDINET提出書類

日本ケミファ株式会社(E00957)

有価証券報告書

 35/107



 

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

監査役 柴　　　　　毅 1960年４月22日生

1986年８月 監査法人中央会計事務所入所

1989年３月 公認会計士登録

2005年７月 中央青山監査法人代表社員

2006年９月 PwCあらた有限責任監査法人

代表社員

2013年７月 日本公認会計士協会常務理事

2016年６月 公益財団法人加藤記念バイオサ

イエンス振興財団監事（現任）

2019年７月 内閣府次世代医療基盤法の認定

等に関する有識者・実務者会議

構成員

2020年９月 公認会計士柴毅事務所開設

（現在に至る）

2021年６月 ㈱インダストリアル・ディシ

ジョンズ（現㈱Exponential

Design）社外監査役（現任）

2024年６月 当社社外監査役（現任）

(注)
４

0

計 128
 

(注) １　取締役 吉野正己、大向尚子及び成田学は、社外取締役であります。

２　監査役 山口留美及び柴毅は、社外監査役であります。

３　各取締役の任期は、2025年３月期に係る定時株主総会終結の時から2027年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

４　常勤監査役 牧野盛及び監査役 柴毅の任期は、2024年３月期に係る定時株主総会終結の時から2028年３月期

に係る定時株主総会終結の時までであります。

５　監査役 山口留美の任期は、2022年３月期に係る定時株主総会終結の時から2026年３月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。

６　当社では、業務執行責任の明確化と業務執行の迅速化を図ることを目的として、2001年６月28日より執行役

員制度を導入しております。執行役員は10名で、上記の取締役兼任４名の他、グループ医薬営業本部担当

工藤伸一、社長室担当兼人事部長 宮田裕文、臨床検査薬事業部長兼管理課長 又木隆浩、グループ医薬営業

本部長 吉田真也、薬事管理室・信頼性保証総括部担当兼グループ品質保証統括部長 古屋雅己、製剤技術開

発部長 田代康正の６名であります。

７　所有株式数は、2025年３月31日現在の株式数に2025年４月30日現在の持株会における保有持分を加算してお

ります。

８　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監査

役２名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。なお、勝秀幸は補欠の監査役であ

り、鈴木基宏は補欠の社外監査役であります。

  氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

  

勝　　　秀　幸 1966年９月18日生

1990年４月 当社入社

（注） 1

  
2009年４月 医薬営業本部東京支店第二営業所

長

  2014年10月 医薬営業本部営業統括部課長

  2024年４月 営業管理センター次長

  2024年10月 営業管理センター部長（現任）

  

鈴　木　基　宏 1978年９月９日生

2003年10月 弁護士登録（第一東京弁護士会所

属）

長島・大野・常松法律事務所入所

（注） ―

2009年９月 小林総合法律事務所入所

2009年10月 ㈱鈴高ホールディングス取締役

 ㈱鈴高コーポレーション取締役

（現任）

2013年４月 鈴木基宏法律事務所開設（現在に

至る）

2015年４月 ㈱ベルウッドイースト代表取締役

（現任）

2017年８月 ㈱テンダ監査役

2018年５月 ㈱テンダ社外監査役（現任）

2018年８月 ㈱鈴高不動産監査役（現任）
 

(注) 任期満了前に退任した監査役の補欠として選任された監査役の任期は、退任した監査役の任期満了の時までで

あります。また補欠監査役の選任に係る決議が効力を有する期間は、選任後４年以内に終了する事業年度の

うち最終のものに関する定時株主総会の開始の時までであります。
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② 社外取締役及び社外監査役

当社の社外役員の構成、機能及び役割は次のとおりであります。

(員数及び当社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係)

社外取締役は３名、社外監査役は２名であります。それぞれ当社との間に人的関係、資本的関係、取引関係

その他特別の利害関係がなく、所属する法律事務所の方針に従い届出は行わない社外取締役大向尚子を除き、

東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員である旨の独立役員届

出書を提出しております。

(当社の企業統治において果たす機能及び役割)

・社外取締役は、東京証券取引所が定める独立役員の要件及び当社の定める社外役員の独立性判断基準を満たし

ており、一般株主と利益相反のおそれのない独立役員です。社外取締役は、各人が有する法令や企業経験など

の専門知識や幅広い経験を活かし、取締役会における意思決定に参画するとともに、取締役 吉野正己及び大

向尚子は、報酬諮問委員会の委員として取締役報酬決定の客観性を高めるなど、当社経営の監督に適切な役割

を果たしております。

・社外監査役は、東京証券取引所が定める独立役員の要件及び当社の定める社外役員の独立性判断基準を満たし

ており、一般株主と利益相反のおそれのない独立役員です。社外監査役は各人が有する法令や財務・会計など

の専門知識や幅広い経験を踏まえ、独立した立場から取締役会や監査役会に出席し、常勤監査役とも連携し監

査機能を十分に発揮しております。

(社外取締役及び社外監査役の独立性に関する考え方)

・社外取締役及び社外監査役の独立性に関する具体的な判断基準は、当社が定める社外役員の独立性判断基準に

基づいております。なお、当社の社外取締役又は社外監査役が他の会社の社外取締役又は社外監査役を兼務し

ておりますが、当該会社と当社との間には特別の関係はありません。

当社が定める社外役員の独立性判断基準は次の記載のとおりです。
 

 （社外役員の独立性判断基準）

当社は、社外役員（社外取締役及び社外監査役）の独立性判断基準を以下のとおり定め、当社において合理

的に可能な範囲で調査した結果、社外役員が、次の項目のいずれにも該当しない場合、当該社外役員は当社か

らの独立性を有し、一般株主と利益相反が生じるおそれがないものと判断する。

1） 当社及び当社の子会社（以下、当社グループ）の業務執行者又は過去10年間（但し、過去10年内のいず

れかの時において当社グループの非業務執行取締役、監査役又は会計参与であったことのある者にあっ

ては、それらの役職への就任の前10年間）において当社グループの業務執行者であった者

（注）業務執行者とは、会社法施行規則第２条第３項第６号に規定する業務執行者をいい、業務執行取締役のみならず使用

人を含む

2） 当社グループを主要な取引先とする者又はその業務執行者

（注）当社グループを主要な取引先とする者とは、当社グループに対して製品又はサービスを提供している取引先グループ

（直接の取引先、その親会社及び子会社並びに当該親会社の子会社から成る企業集団をいう。以下同じ）であって、

直近事業年度における取引額が、当該グループの年間連結売上高の２％を超える者

3） 当社グループの主要な取引先又はその業務執行者

（注）当社グループの主要な取引先とは、当社グループが製品又はサービスを提供している取引先グループであって、直近

事業年度における取引額が、当社グループの年間連結売上高の２％を超える者

4） 当社グループから役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家又は

法律専門家（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合は当該団体に所属する者）

（注）多額の金銭その他の財産とは、直近事業年度における年間1,000万円を超える金銭その他の財産上の利益をいう（当該

財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合は、年間1,000万円又は当該団体の直近事業年度における総収入額

の２％のいずれか高い方の額を超える金銭その他の財産上の利益をいう）

5） 当社グループの法定監査を行う監査法人に所属する者

6） 当社グループから一定額を超える寄附又は助成を受けている者（当該寄附又は助成を受けている者が法

人、組合等の団体である場合は当該団体の理事、その他の業務執行者）

（注）一定額を超える寄附又は助成とは、直近事業年度における、年間1,000万円又はその者の直近事業年度における総収入

額の２％のいずれか高い方の額を超える寄附又は助成をいう

7） 当社グループが借入れを行っている主要な金融機関又はその親会社若しくは子会社の業務執行者

（注）主要な金融機関とは、直前事業年度末における全借入額が当社の連結総資産の２％を超える金融機関をいう

8） 当社グループの主要株主又は当該主要株主が法人である場合には当該法人の業務執行者

（注）主要株主とは、議決権保有割合10％以上（直接保有、間接保有の双方を含む）の株主をいう

9） 当社グループが主要株主である会社の業務執行者

10）当社グループから取締役（常勤・非常勤を問わない）を受け入れている会社又はその親会社若しくは子

会社の業務執行者

11）過去３年間において上記2)から10)に該当していた者
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12）上記1)から11)に該当する者（重要な地位にある者に限る）の近親者等

（注）1 重要な地位にある者とは、取締役（社外取締役を除く）、執行役、執行役員及び部長職以上の上級管理職にある使

用人並びに監査法人又は会計事務所に所属する者のうち公認会計士、法律事務所に所属する者のうち弁護士、財団

法人・社団法人・学校法人その他の法人に所属する者のうち評議員、理事及び監事等の役員、その他同等の重要性

を持つと客観的・合理的に判断される者をいう

     2 近親者等とは、配偶者及び二親等内の親族をいう

 
 (3) 【監査の状況】

① 内部監査及び監査役監査の状況

当社の内部監査及び監査役監査の組織は次のとおりであります。

(人員及び手続)

・執行部門内の内部監査部門として社長直轄の「社長室内部監査課」を８名で構成し、内部統制機能の強化を

図っております。内部監査基本計画に基づき、金融商品取引法に関連する監査として、全社的な内部統制（評

価項目：統制環境・リスクの評価と対応・統制活動・情報と伝達・モニタリング）の監査、IT全社統制とIT全

般統制の監査、業務処理統制（評価範囲：販売プロセス・購買プロセス・在庫管理プロセス）の監査、決算・

財務報告プロセスの監査、Nippon Chemiphar Vietnam Co.,Ltd.の監査を実施し、また会社法を含むその他の

内部統制システムの監査を実施しております。

・監査役は１名の常勤監査役と２名の非常勤監査役（社外監査役）により構成されています。各監査役は、監査

役監査基準、監査役監査計画に基づき、業務執行の適法性について監査しており、また、取締役会、経営に係

る重要な会議への出席、取締役、執行役員、従業員から受領した報告についての検証、業務や財産の状況に関

し必要に応じ調査等を実施することにより、会社の基本方針、重要事項の決定、業務執行状況等についても、

十分な監査機能を発揮できる体制を整えております。

・監査役会における主な検討内容は、監査の方針及び監査計画の策定、取締役の業務執行状況についての確認、

内部統制システムの整備・運用状況相当性の検証、会計監査人による監査の相当性と監査報酬の同意等であり

ます。また、常勤監査役は、本社・主要な事業所に関する業務及び財産の状況の調査、重要な決裁書類等の閲

覧、担当者へのヒアリング等を行い、社外監査役と情報共有を行いながら監査を実施しております。

・有価証券報告書提出日現在、非常勤監査役（社外監査役）の山口留美及び柴毅は長年にわたる公認会計士や税

理士としての財務・会計・税務の専門知識と経験を有しております。

・当事業年度において当社は監査役会を16回開催しており、個々の監査役の出席状況については次のとおりであ

ります。

氏名 開催回数 出席回数

　常勤監査役　牧野　 盛 16 16

 監　査　役　進藤 直滋  3  3

 監　査　役　山口　留美 16 16

 監　査　役　 柴　 毅 13 13
 

（注）１．監査役進藤直滋は、2024年６月21日開催の定時株主総会終結時に任期満了により

       退任いたしました。

　　　２．監査役柴毅は、2024年６月21日開催の定時株主総会終結時において新たに選任され、

       同日就任いたしました。
 

(内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携、監査と内部統制部門との関係)

・監査役は内部監査部門と連携を密にし、必要な場合は監査役の補助者として、監査業務に必要な事項を命令す

ることができることになっております。

・当社の会計監査は、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結し、期末・半期等、会計監査に際しては厳正

な監査をしやすい環境を提供しております。

・会計監査にあたっては、会計監査の専門家である会計監査人と日常的に業務監査にあたる監査役が緊密な連携

関係を有することで監査の実を挙げることに注力しています。

・監査役会は監査法人と定期的に意見交換会を開催しております。

・常勤監査役及び内部監査部門は、リスク管理委員会及び法令等遵守推進委員会にオブザーバーとして出席して

おります。

・内部監査課による内部監査の結果は、代表取締役社長に加え、取締役会及び監査役会において、定期的に報告

されております。

 

② 会計監査の状況

当連結会計年度において継続監査期間、業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成につ

いては下記のとおりであります。なお、全員が有限責任監査法人トーマツに所属しております。

＜継続監査期間＞
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18年間

＜業務を執行した公認会計士の氏名＞

指定有限責任社員　業務執行社員：長島拓也、大竹貴也

＜会計監査業務にかかる補助者の構成＞

公認会計士：9名、その他：25名

(監査役及び監査役会による会計監査人の評価)

当社の監査役及び監査役会は、会計監査人に対し、年間監査計画の策定及び実施において、適正な監査が行

われているかを監視、検証するとともに、「会計監査人の評価基準」に基づく全監査役からの「会計監査人評

価基準に関する監査調書」並びに当社の財務・経理部門、内部監査部門からの情報等を踏まえ、会計監査人の

評価を行っております。

(会計監査人の選定方針と理由)

当社の監査役会は、上記の評価結果を総合的に判断した上で会計監査人を選定しております。

なお、解任又は不再任の決定方針として、当社都合のほか、会計監査人が会社法・公認会計士法等の法令に

違反・抵触した場合及び公序良俗に反する行為があったと判断された場合、その事実に基づき当該会計監査人

の解任又は不再任を株主総会の付議議案とすべきかどうかを審議することとしております。
 

③ 監査報酬の内容等

(監査公認会計士等に対する報酬の内容)

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 43 ― 45 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 43 ― 45 ―
 

(監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬)

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 ― ― ― ―

連結子会社 1 0 1 0

計 1 0 1 0
 

（注）連結子会社における非監査業務の内容は、税務に関する助言・指導であります。

 
(その他重要な報酬の内容)

該当事項はありません。

(監査報酬の決定方針)

該当事項はありませんが、監査日程等を勘案したうえで決定しております。

(監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由)

当社の監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算定根拠などが

適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で同意の判断をしております。
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(4) 【役員の報酬等】

① 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

1) 取締役の報酬

株主総会の決議により取締役の報酬総額の限度額を決定しており、各取締役の基本報酬の額については、

取締役会の委任決議に基づき代表取締役社長が「取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針」に従って

決定を行います。

 2) 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき2021年３月23日開催の取締役会において、取締役の個人別の報

酬等の内容に係る決定方針（以下「報酬決定方針」という）を制定しており、その概要は次のとおりです。

(a) 基本方針

当社の取締役の報酬等は、業績の向上を通じて企業価値及び株主価値の持続的な向上を図る経営を推進

するインセンティブとしての機能にも配慮し、個々の取締役の報酬等の決定に際しては、各職責を踏まえ

た適正な水準とすることを基本方針としております。

具体的には、社内取締役の報酬等は金銭固定報酬を基本とし（以下「基本報酬」という）、不定期に非

金銭報酬の支給を決定いたします。社外取締役については、その職務に鑑み、基本報酬のみを支払うこと

といたします。

≪各報酬制度の概要≫

報酬項目 概要

基本報酬
月例の金銭固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じ、当社の業績、及び
本人の業務評価等を踏まえて報酬額を決定する。

非金銭報酬

当社取締役会は、社内取締役の一部又は全部に対し、業績の向上を通じて企
業価値及び株主価値の持続的な向上を図る経営を推進するインセンティブを
与えるものとして適切な株式報酬の内容、額若しくは数又はその算定方法、
当該株式報酬を与える時期又は条件、その他必要な事項を定める。

 

(b) 構成

各社内取締役の金銭固定報酬の額又は非金銭報酬の額の各社内取締役の報酬等の額に対する割合につい

ては、役位、職責、在任年数、当社の業績、従業員給与の水準、当社と同程度の事業規模や関連する業

種・業態に属する企業の報酬水準を踏まえつつ、業績の向上を通じて企業価値及び株主価値の持続的な向

上を図る経営を推進するインセンティブとして十分に機能するための最適な構成といたします。

社外取締役はその職務に鑑み、基本報酬のみとするため、金銭固定報酬の額が各社外取締役の報酬等の

額の全部を占めます。

(c) 決定方法

各取締役の基本報酬の額については、取締役会決議に基づき代表取締役社長がその具体的内容の決定に

ついて委任を受けるものといたします。代表取締役社長は、報酬決定方針に従って決定を行います。取締

役会は、代表取締役社長の決定が報酬決定方針に沿ったものであるかを報酬諮問委員会に諮問し、答申を

受けます。

なお、株式報酬は、各社内取締役の金銭固定報酬の額又は非金銭報酬の額の各社内取締役の報酬等の額

に対する割合の妥当性についての報酬諮問委員会の答申を踏まえ、取締役会で各社内取締役の割当株式数

を決議いたします。
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 3) 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

 報酬の種類 報酬限度額等
株主総会
決議年月日

決議時の
役員の員数

取締役 基本報酬
月額27百万円以内
（ただし、使用人分
給与は含まない。）

1991年６月27日
第59回定時株主総会

取締役13名

監査役 基本報酬
 
月額３百万円以内
 

1991年６月27日
第59回定時株主総会

監査役２名

 

（注）1.当社は、2021年６月18日開催の第89回定時株主総会(決議時の取締役７名(うち社外取締役２名))に

おいて、上記の基本報酬の報酬枠とは別枠で、年額20百万円以内、株式数の上限を年8,000株以内

で、社外取締役を除く取締役に譲渡制限付株式を付与する株式報酬制度を導入しております。

2.当社は、2017年５月18日開催の取締役会の決議により、2017年６月23日開催の第85回定時株主総会

の終結の時をもって、社外取締役及び社外監査役に対する退職慰労金制度を廃止し、第85回定時株

主総会終結の時までの在任期間に対応する退職慰労金をそれぞれの退任時に贈呈することを当該定

時株主総会で決議しております。

3.当社は、2019年８月23日開催の取締役会の決議により、2019年８月22日をもって、社内監査役に対

する退職慰労金制度を廃止いたしました。

 4) 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

当事業年度においては、2024年６月21日開催の取締役会における委任決議に基づき、代表取締役社長山口一

城氏が、取締役の個人別の報酬等を決定しております。その権限の内容は各取締役の使用人兼務取締役の使用

人分給与を除いた具体的な月額報酬の金額の決定であります。

代表取締役社長に委任をした理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の担当領域や職責の評価を行う

には代表取締役社長が最も適しているからであります。

当社は、代表取締役社長に委任された権限が適切に行使されるようにするための措置として、社外取締役が

過半数を占める報酬諮問委員会において、代表取締役社長が決定した取締役の個人別の報酬等の内容と、報酬

決定方針との整合性を含めた検討を行い、取締役会に対して答申します。当該答申に基づき、2024年７月31日

開催の取締役会において、当該報酬等の内容が報酬決定方針に沿ったものであるか審議し取締役会はその内容

が報酬決定方針に沿うものであると判断しております。

5) 監査役の報酬

株主総会の決議により監査役の報酬総額の最高限度額を決定しており、各監査役の報酬額は、監査役の協議

により決定しています。

② 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数
 

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬 非金銭報酬等 退職慰労引当金等

取締役
（社外取締役を除く）

146 126 0 19 5

監査役
（社外監査役を除く）

10 10 ― ― 1

社外役員 33 33 ― ― 6
 

 

③ 役員ごとの連結報酬等の総額等

　　　　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。
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(5) 【株式の保有状況】

① 投資株式の区分の基準及び考え方

当社の投資株式の区分については、その保有目的が専ら株式の価値の変動又は株式に係る配当などによって利

益を受ける純投資目的であるか否かで区分しております。

　

② 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

(保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内

容)

当社は、事業上重要な取引先との間の取引関係の維持・強化により、当社グループの中長期的な企業価値の向

上に資すると認められる場合に当該先の株式を保有し、これらについて当事業の持続的成長の促進に寄与すると

判断する限り、保有を継続することを基本方針としております。そのうえで、この基本方針に基づき個別銘柄ご

とに取得・保有の意義や資本コスト等を踏まえた採算性について精査を行い、取締役会で毎年保有の適否を検証

することとしております。

(銘柄数及び貸借対照表計上額)

 
銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計上額の
合計額(百万円)

非上場株式 3 71

非上場株式以外の株式 12 1,586
 

　　　　　＜当事業年度において株式数が増加した銘柄＞

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額(百万円)

株式数の増加の理由

非上場株式 ― ―

非上場株式以外の株式 ― ―
 

　　　　　＜当事業年度において株式数が減少した銘柄＞

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額(百万円)

非上場株式以外の株式 1 205
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(特定投資株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報)

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
当社の株
式の保有
の有無

株式数(株) 株式数(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

ゼリア新薬工業
㈱

172,700 172,700
（保有目的）医薬品事業における取引先であ
り、良好な取引関係の維持・強化を図るため
（定量的な保有効果）（注）２

有
389 368

㈱東京きらぼし
フィナンシャル
グループ

60,892 60,892
（保有目的）主要金融機関として良好な関係
の維持、取引の円滑化を図るため
（定量的な保有効果）（注）２

無
355 296

Delta-Fly
Pharma㈱

430,300 430,300

（保有目的）関係強化を通じた医薬品開発の
推進を図るため
 （定量的な保有効果）（注）２
 （株式数が増加した理由）第三者割当増資
の引受による株式の取得

無
247 362

㈱朝日工業社
92,100 95,200

（保有目的）設備の新設・維持等における取
引の円滑化を図るため
 （定量的な保有効果）（注）２

有
178 319

ア ル フ レ ッ サ
ホールディング
ス㈱

58,000 58,000
（保有目的）医薬品事業における取引先であ
り、良好な取引関係の維持・強化を図るため
（定量的な保有効果）（注）２

無
122 128

㈱みずほフィナ
ンシャルグルー
プ

23,100 23,100
（保有目的）主要金融機関として良好な関係
の維持、取引の円滑化を図るため
（定量的な保有効果）（注）２

無
93 70

アステナホール
ディングス㈱

100,000 100,000
（保有目的）医薬品事業における取引先であ
り、良好な取引関係の維持・強化を図るため
（定量的な保有効果）（注）２

有
45 49

㈱ほくほくフィ
ナ ン シ ャ ル グ
ループ

15,100 15,100
（保有目的）主要金融機関として良好な関係
の維持、取引の円滑化を図るため
（定量的な保有効果）（注）２

無
38 29

東邦ホールディ
ングス㈱

7,890 7,890
（保有目的）医薬品事業における取引先であ
り、良好な取引関係の維持・強化を図るため
（定量的な保有効果）（注）２

有
35 28

サスメド㈱
58,800 58,800 （保有目的）関係強化を通じた医薬品開発の

促進・効率化を図るため
（定量的な保有効果）（注）２

無34 31

㈱ほくやく・竹
山ホールディン
グス

36,002 36,002
（保有目的）医薬品事業における取引先であ
り、良好な取引関係の維持・強化を図るため
（定量的な保有効果）（注）２

無
31 31

三井住友トラス
トグループ㈱

3,630 3,630
（保有目的）主要金融機関として良好な関係
の維持、取引の円滑化を図るため
（定量的な保有効果）（注）２

無
13 12

 

(注) １ 貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下の銘柄も含めて、全ての銘柄について記載しております。

２ 特定投資株式における定量的な保有効果については記載が困難であります。保有の合理性は、毎年、取締役
会において、純投資目的以外の目的で保有する上場投資株式につき、個別銘柄ごとに保有意義、経済合理性
の観点から保有適否の検証を行っております。保有意義は、投資先との関係強化、取引の円滑化等により当
社企業価値の向上や持続的成長の促進に資するかどうか、経済的合理性は、銘柄ごとの取引状況や株価動
向、配当金利回り等を主な検証ポイントとしております。

３ ㈱東京きらぼしフィナンシャルグループは当社株式を保有していませんが、同グループ連結子会社の㈱きら
ぼし銀行は当社株式を保有しております。

４ アルフレッサホールディングス㈱は当社株式を保有していませんが、同グループ連結子会社のアルフレッサ
㈱は当社株式を保有しております。

５ ㈱ほくやく・竹山ホールディングスは当社株式を保有していませんが、同グループ連結子会社の㈱ほくやく
は当社株式を保有しております。

６ ㈱ほくほくフィナンシャルグループは当社株式を保有していませんが、同グループ連結子会社の㈱北陸銀行
は当社株式を保有しております。

７ 三井住友トラスト・ホールディングス株式会社は、2024年10月１日に「三井住友トラストグループ株式会
社」に社名変更しました。

８ 三井住友トラストグループ㈱は、当社株式を保有していませんが、同グループ連結子会社の三井住友信託銀
行㈱は当社株式を保有しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)に

基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(2024年４月１日から2025年３月31日ま

で)の連結財務諸表及び事業年度(2024年４月１日から2025年３月31日まで)の財務諸表について、有限責任監査法人

トーマツにより監査を受けております。

 

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について
　

当社は、会計基準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構に加入し、会

計基準の内容又はその変更等について情報収集等を行っております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 9,200 7,021

  受取手形、売掛金及び契約資産 ※１,※６  7,736 ※１  8,268

  電子記録債権 ※６  3,790 3,687

  商品及び製品 5,785 5,911

  仕掛品 1,476 1,461

  原材料及び貯蔵品 3,461 3,259

  未収還付法人税等 20 16

  その他 364 437

  流動資産合計 31,836 30,066

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 16,139 19,585

    減価償却累計額 △11,598 △12,084

    建物及び構築物（純額） 4,541 7,500

   機械装置及び運搬具 9,457 9,921

    減価償却累計額 △8,120 △8,611

    機械装置及び運搬具（純額） 1,337 1,309

   工具、器具及び備品 2,936 3,071

    減価償却累計額 △2,549 △2,699

    工具、器具及び備品（純額） 387 372

   土地 ※３  4,344 ※３  4,492

   リース資産 398 1,311

    減価償却累計額 △227 △248

    リース資産（純額） 171 1,063

   建設仮勘定 2,442 -

   有形固定資産合計 13,224 14,737

  無形固定資産   

   特許権 10 18

   商標権 47 40

   販売権 100 260

   リース資産 73 143

   ソフトウエア 40 21

   電話加入権 9 9

   無形固定資産合計 281 494

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※２  2,066 ※２  1,923

   長期前払費用 492 508

   退職給付に係る資産 967 1,420

   敷金及び保証金 52 49

   繰延税金資産 267 288

   その他 420 461

   貸倒引当金 △61 △97

   投資その他の資産合計 4,206 4,553

  固定資産合計 17,712 19,785

 資産合計 49,548 49,851
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※６  2,020 2,368

  電子記録債務 ※６  4,958 3,506

  短期借入金 568 230

  1年内返済予定の長期借入金 ※５  2,801 ※５  3,191

  リース債務 86 213

  未払金 82 88

  未払法人税等 73 107

  未払消費税等 301 2

  未払費用 2,032 1,712

  預り金 213 180

  返金負債 210 207

  その他 ※４,※６  437 ※４  454

  流動負債合計 13,786 12,261

 固定負債   

  長期借入金 ※５  13,344 ※５  13,304

  リース債務 182 1,123

  役員退職慰労引当金 483 499

  退職給付に係る負債 128 118

  再評価に係る繰延税金負債 ※３  915 ※３  921

  その他 2,246 2,455

  固定負債合計 17,301 18,422

 負債合計 31,087 30,684

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,304 4,304

  資本剰余金 1,263 1,263

  利益剰余金 13,273 13,432

  自己株式 △3,111 △3,111

  株主資本合計 15,729 15,887

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 455 561

  土地再評価差額金 ※３  2,072 ※３  1,999

  為替換算調整勘定 △95 255

  退職給付に係る調整累計額 298 462

  その他の包括利益累計額合計 2,731 3,279

 純資産合計 18,460 19,167

負債純資産合計 49,548 49,851
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2023年４月１日
　至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
　至 2025年３月31日)

売上高 ※１  30,748 ※１  32,570

売上原価 23,010 23,824

売上総利益 7,737 8,746

販売費及び一般管理費 ※２、※３  8,232 ※２、※３  8,139

営業利益又は営業損失（△） △494 606

営業外収益   

 受取利息 3 5

 受取配当金 36 43

 固定資産賃貸料 6 6

 持分法による投資利益 23 11

 為替差益 349 17

 保険配当金 8 8

 その他 19 12

 営業外収益合計 449 106

営業外費用   

 支払利息 150 198

 支払手数料 8 40

 その他 15 31

 営業外費用合計 174 269

経常利益又は経常損失（△） △219 443

特別利益   

 投資有価証券売却益 - 153

 新株予約権戻入益 17 -

 特別利益合計 17 153

特別損失   

 減損損失 - ※４  90

 投資有価証券評価損 - 252

 特別損失合計 - 342

税金等調整前当期純利益又は
税金等調整前当期純損失（△）

△202 253

法人税、住民税及び事業税 57 129

法人税等調整額 △78 △171

法人税等合計 △21 △41

当期純利益又は当期純損失（△） △180 294

非支配株主に帰属する当期純利益 - -

親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失（△）

△180 294
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2023年４月１日
　至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
　至 2025年３月31日)

当期純利益又は当期純損失（△） △180 294

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 119 105

 土地再評価差額金 - △26

 為替換算調整勘定 △75 351

 退職給付に係る調整額 263 163

 その他の包括利益合計 ※１  307 ※１  594

包括利益 126 889

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 126 889

 非支配株主に係る包括利益 - -
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 2023年４月１日　至 2024年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,304 1,263 13,636 △3,110 16,093

当期変動額      

剰余金の配当   △182  △182

親会社株主に帰属す

る当期純利益又は親

会社株主に帰属する

当期純損失（△）

  △180  △180

自己株式の取得    △0 △0

土地再評価差額金の

取崩
    -

株主資本以外の項目

の当期変動額

（純額）

     

当期変動額合計 - - △363 △0 △364

当期末残高 4,304 1,263 13,273 △3,111 15,729
 

 

 

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金

土地再評価

差額金

為替換算調整勘

定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利

益累計額

合計

当期首残高 335 2,072 △20 35 2,423 17 18,534

当期変動額        

剰余金の配当       △182

親会社株主に帰属す

る当期純利益又は親

会社株主に帰属する

当期純損失（△）

      △180

自己株式の取得       △0

土地再評価差額金の

取崩
      -

株主資本以外の項目

の当期変動額

（純額）

119 - △75 263 307 △17 290

当期変動額合計 119 - △75 263 307 △17 △73

当期末残高 455 2,072 △95 298 2,731 - 18,460
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 当連結会計年度(自 2024年４月１日　至 2025年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,304 1,263 13,273 △3,111 15,729

当期変動額      

剰余金の配当   △182  △182

親会社株主に帰属す

る当期純利益又は親

会社株主に帰属する

当期純損失（△）

  294  294

自己株式の取得    △0 △0

土地再評価差額金の

取崩
  46  46

株主資本以外の項目

の当期変動額

（純額）

     

当期変動額合計 - - 158 △0 158

当期末残高 4,304 1,263 13,432 △3,111 15,887
 

 

 

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金

土地再評価

差額金

為替換算調整勘

定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利

益累計額

合計

当期首残高 455 2,072 △95 298 2,731 - 18,460

当期変動額        

剰余金の配当       △182

親会社株主に帰属す

る当期純利益又は親

会社株主に帰属する

当期純損失（△）

      294

自己株式の取得       △0

土地再評価差額金の

取崩
 △46   △46  -

株主資本以外の項目

の当期変動額

（純額）

105 △26 351 163 594 - 594

当期変動額合計 105 △72 351 163 547 - 706

当期末残高 561 1,999 255 462 3,279 - 19,167
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2023年４月１日
　至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
　至 2025年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税金等調整前当期純利益又は
税金等調整前当期純損失（△）

△202 253

 減価償却費 1,459 1,377

 貸倒引当金の増減額（△は減少） - 35

 返金負債の増減額（△は減少） △10 △3

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 25 15

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △11 △8

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △186 △210

 受取利息及び受取配当金 △40 △48

 支払利息 150 198

 為替差損益（△は益） △349 △17

 投資有価証券売却損益（△は益） - △153

 減損損失 - 90

 投資有価証券評価損益（△は益） - 252

 新株予約権戻入益 △17 -

 売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △262 △423

 棚卸資産の増減額（△は増加） 74 168

 その他の流動資産の増減額（△は増加） 137 173

 長期前払費用の増減額（△は増加） 24 24

 仕入債務の増減額（△は減少） △2,011 △1,104

 未払消費税等の増減額（△は減少） 220 △187

 その他の流動負債の増減額（△は減少） 449 △363

 その他の固定負債の増減額（△は減少） 601 209

 その他 206 △311

 小計 260 △33

 利息及び配当金の受取額 51 59

 利息の支払額 △145 △194

 法人税等の支払額 △90 △117

 法人税等の還付額 220 20

 営業活動によるキャッシュ・フロー 296 △265

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △2,627 △1,595

 無形固定資産の取得による支出 △9 △263

 投資有価証券の取得による支出 △500 -

 投資有価証券の売却による収入 - 204

 差入保証金の回収による収入 4 3

 その他 △7 △5

 投資活動によるキャッシュ・フロー △3,139 △1,655
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2023年４月１日
　至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
　至 2025年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 176 △338

 長期借入れによる収入 4,350 3,350

 長期借入金の返済による支出 △2,805 △2,999

 配当金の支払額 △182 △182

 その他 △90 △135

 財務活動によるキャッシュ・フロー 1,447 △305

現金及び現金同等物に係る換算差額 66 47

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,329 △2,178

現金及び現金同等物の期首残高 10,529 9,200

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  9,200 ※１  7,021
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１　連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　4社

連結子会社の名称　日本薬品工業株式会社、株式会社化合物安全性研究所、

                 Nippon Chemiphar Vietnam Co., Ltd.、シャプロ株式会社

 

２　持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社数 1社

会社等の名称　　　　　　　　ジャパンソファルシム株式会社

 

３　連結子会社の事業年度に関する事項

   連結子会社のうち、Nippon Chemiphar Vietnam Co., Ltd.の決算日は12月31日であります。

連結財務諸表の作成に当たっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っております。

　　なお、その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

 

４　会計方針に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　① 有価証券の評価基準及び評価方法

　　　 その他有価証券

　　　 　市場価格のない株式等以外のもの

　　　　決算末日の市場価格等に基づく時価法

　　　　 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

　　　 　市場価格のない株式等

　　　　　移動平均法による原価法

　　② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　 商品・製品・原材料・仕掛品・貯蔵品

　　　 　先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　① 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。

　ただし、1998年４月１日以降取得した建物(建物附属設備は除く)並びに2016年４月１日以降に取得した建物附

属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　また在外連結子会社は、定額法を採用しております。

　　② 無形固定資産（リース資産を除く）

　　　 定額法を採用しております。

　　③ リース資産

　　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証がある場合は、残価保証額）とする定額法によっており

ます。
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 (3) 重要な引当金の計上基準

　　① 貸倒引当金

連結会計年度末の債権に対する貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　　② 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規による支払見込相当額を計上しております。

 (4) 退職給付に係る会計処理の方法

　　① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

　　② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（11年）による定額法によ

り費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（11年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

　　③ 小規模企業等における簡便法の採用

　　　 当社及び連結子会社の一部は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に簡便法を適用しております。

 (5) 重要な収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該

履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

① 医薬品事業

　主に医療用医薬品、臨床検査用の試薬及び機械の製造・販売を行っております。製品を顧客に供給する

ことを履行義務としており、原則として製品の引渡時点において支配が顧客に移転して履行義務が充足さ

れると判断していることから、当時点において収益を認識しておりますが、出荷時点から当該製品の支配

が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時点に収益を認識しております。

　医療用医薬品の販売契約については、取引数量等に基づく変動対価が含まれており、顧客に支払う変動

対価を売上高から控除しております。

　変動対価の見積りは、類似した同種の契約が多数あることから過去の実績に基づき顧客に支払う対価を

見積り、売上高から控除し返金負債を計上しております。

　履行義務を充足してから対価を受領するまでの期間が通常は１年以内であるため、重要な金融要素は含

まれておりません。

② その他事業

　その他事業における主な顧客との契約から生じる収益は連結子会社の安全性試験の受託によるもので

す。連結子会社の安全性試験の受託事業において、連結子会社の役割が代理人に該当する取引について、

対価の総額から第三者に対する支払額を差し引いた純額で売上高を認識することとしております。加え

て、全ての受託試験について、一定の期間にわたって充足される履行義務として、履行義務の充足にかか

る進捗度に基づき収益を認識しております。

　履行義務を充足してから対価を受領するまでの期間が通常は１年以内であるため、重要な金融要素は含

まれておりません。

 

EDINET提出書類

日本ケミファ株式会社(E00957)

有価証券報告書

 54/107



 

 (6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産及び負債は在外子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費

用は在外子会社等の会計期間の期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘

定に含めております。

 (7) 重要なヘッジ会計の方法

　　① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満たしている

場合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合には特例処理を採用しておりま

す。

　　② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

ａ．ヘッジ手段…為替予約

　　ヘッジ対象…外貨建予定取引

ｂ．ヘッジ手段…金利スワップ

　　ヘッジ対象…借入金の利息

　　③ ヘッジ方針

為替変動リスク及び金利変動リスクを回避する目的でヘッジ手段を利用しておりますが、投機的な取引は行っ

ておりません。

　　④ ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ対象とヘッジ手段が同一通貨の為替予約取引、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引につい

ては有効性の評価を省略しております。

 (8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。

 (9) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　　グループ通算制度の適用

　　　グループ通算制度を適用しております。
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(重要な会計上の見積り)

前連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　１　繰延税金資産の回収可能性

(1)連結財務諸表に計上した金額

　　　　　　　　　　　  　 （単位：百万円）

 当連結会計年度

繰延税金資産 267
 

 

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、繰延税金資産について定期的に回収可能性を検討し、当該資産の回収が不確実と考えられ

る部分に対しては評価性引当額としております。回収可能性の判断においては、将来の課税所得見込額と実行

可能なタックス・プランニングを考慮して、将来の税金負担額を軽減する効果を有すると考えられる範囲で繰

延税金資産を計上しております。

当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課

税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度以降の連結財務諸表において、繰延税金資産

及び法人税等調整額の金額に重要な影響を与える可能性があります。

当連結会計年度において連結財務諸表に計上した繰延税金資産の金額及び内訳については、（税効果会計関

係）において記載のとおりであります。
 

２　固定資産の減損損失の認識要否

(1) 連結財務諸表に計上した金額

当連結会計年度において連結財務諸表に計上した金額のうち、医薬品事業及び共用資産に係る固定資産の金

額は13,021百万円であります。当連結会計年度において、当社グループ及び医薬品事業の営業活動から生じる

損益が継続してマイナスとなったことから、医薬品事業に係る資産及び共用資産を含む、より大きな単位で減

損の兆候があるものと判断しております。減損損失の認識の判定において、割引前将来キャッシュ・フローの

総額が医薬品事業に係る資産及び共用資産の固定資産計上額を上回ることから減損損失を認識しておりませ

ん。
 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、固定資産のグルーピングを管理会計上の区分に基づき実施しております。また、共用資産

については、共用資産を含む、より大きな単位でグルーピングを行っています。減損の兆候のあるものと判断

した医薬品事業に係る資産及び共用資産の減損損失の認識における割引前将来キャッシュ・フローの見積り

は、医薬品事業に係る資産及び共用資産の継続的使用と使用後の処分によって生ずると見込まれる将来キャッ

シュ・フローにより算定しております。

継続的使用による将来キャッシュ・フローは、取締役会で承認された中期経営計画を基礎として算定してお

ります。

また、使用後の処分によって生ずると見込まれる将来キャッシュ・フローは将来時点の正味売却価額であ

り、外部の専門家による鑑定評価額を基礎とし、当該鑑定評価額から過去実績などを参考に合理的に見積もっ

た処分費用見込額を控除して算定しております。

中期経営計画の前提となった仮定に変更が生じた場合又は鑑定評価の前提となった対象物件周辺の不動産市

況に悪化等が発生した場合、翌連結会計年度以降の固定資産の減損の見積りに影響を与える可能性がありま

す。
 

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　繰延税金資産の回収可能性

(1)連結財務諸表に計上した金額

　　　　　　　　　　　  　　（単位：百万円）

 当連結会計年度

繰延税金資産 288
 

 

EDINET提出書類

日本ケミファ株式会社(E00957)

有価証券報告書

 56/107



 

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①　当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額の算出方法

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号）に従い、将来減算一時

差異のうち、回収可能と判断されたものについて繰延税金資産を計上しております。回収可能性は、取締役

会で承認された中期経営計画を基礎とした将来の収益力及びタックス・プランニングに基づく将来課税所得

により判断しております。

②　当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

課税所得の見積りの基礎となる中期経営計画における主要な仮定は、医薬品売上高における薬価改定率及

び販売数量見込、加えて臨床検査薬売上高における販売数量見込の予測であります。薬価改定率は、過去の

改定実績及び薬務行政の動向を勘案して見積もっております。医薬品及び臨床検査薬の販売数量見込は、販

売数量実績に基づく伸長率や販売提携先からの情報を基礎として予測しております。

③　翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

課税所得が生じる時期及び金額は、医薬品事業及び臨床検査薬事業を取り巻く外部環境の変動等によって

影響を受ける可能性があり、実際に生じた課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、当連結会計年

度の連結財務諸表に計上した繰延税金資産の取崩しが発生する可能性があります。

 
当連結会計年度において連結財務諸表に計上した繰延税金資産の金額及び内訳については、（税効果会計

関係）において記載のとおりであります。
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(未適用の会計基準等)

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日）

ほか、関連する企業会計基準、企業会計基準適用指針、実務対応報告及び移管指針の改正

 
(1) 概要

国際的な会計基準と同様に、借手のすべてのリースについて資産・負債を計上する等の取扱いを定めるもの。

 
(2) 適用予定日

2028年３月期の期首より適用予定であります。

 
(3) 当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中でありま

す。

 

(連結貸借対照表関係)

※１　受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、連結財務諸表「注

記事項（収益認識関係）３．(1)契約資産及び契約負債の残高等」に記載しております。

 
※２　関連会社に対するものは次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

投資有価証券 157百万円 156百万円
 

　

※３ 土地の再評価

土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号)に基づき、事業用土地の再評価を行い、再評価

に係る繰延税金負債を負債の部に、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

・再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第４号に基づいて算定しておりま

す。

・再評価を行った年月日

2000年３月31日

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

再評価を行った土地の期末に
おける時価と再評価後の帳簿
価額との差額

△1,098百万円 △985百万円

 

上記の時価と再評価後の帳簿価額との差額のうち、賃貸等不動産に関するものについては、△１百万円（前

連結会計年度は△１百万円）含まれております。
 

※４　流動負債「その他」のうち、契約負債の金額は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）３．(1)契約資産及び

契約負債の残高等」に記載しております。

※５　財務制限条項

借入金のうち、当社連結子会社の日本薬品工業株式会社が締結したシンジケートローン契約２件には財務制限条

項が付されており、下記の条項に抵触した場合、多数貸付人の請求に基づくエージェントの借入人に対する通知に

より、契約上の全ての債務について期限の利益を失い、借入金元本及び利息を支払うことになっております。

・2016年３月31日付契約（前連結会計年度末残高：893百万円、当連結会計年度末残高：536百万円）

(1) 各事業年度末日における日本薬品工業株式会社単体の営業損益及び経常損益を２期連続で損失としないこと。

(2) 各事業年度末日における日本薬品工業株式会社単体の貸借対照表計上の純資産額を2015年３月末日の同純資産

額の75％以上を維持すること。

・2023年３月31日付契約（前連結会計年度末残高：2,000百万円、当連結会計年度末残高：2,828百万円）

(1) 各事業年度末日における日本薬品工業株式会社単体の営業損益及び経常損益を２期連続で損失としないこと。

(2) 各事業年度末日における日本薬品工業株式会社単体の貸借対照表計上の純資産額を2022年３月末日又は直近の

事業年度末における同純資産額の75％のうち、いずれか高い方の金額以上に維持すること。
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※６　期末日満期手形等の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形等を満期日に決済が行われたも

のとして処理しております。
 

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

 
当連結会計年度
(2025年３月31日)

 

受取手形 3百万円 ―百万円

電子記録債権 175　〃 ―　〃

支払手形 2　〃 ―　〃

電子記録債務 1,710　〃 ―　〃

設備関係支払手形
（流動負債その他）

8　〃 ―　〃
 

 

　７　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。

連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。
 

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

貸出コミットメントの総額 3,000百万円 3,000百万円

借入実行残高 ― ―

差引額 3,000百万円 3,000百万円
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(連結損益計算書関係)

※１　顧客との契約から生じる収益

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客と

の契約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（セグメント情報等）３　報告セグメントごとの売上

高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解情報」に記載しております。
 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。
　

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

広告宣伝費 76百万円 63百万円

旅費及び交通費 340　〃 323　〃

給料 2,555　〃 2,533　〃

退職給付費用 74　〃 76　〃

支払手数料 1,253　〃 1,237　〃

研究開発費 2,325　〃 2,292　〃
 

 

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額
　

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

 2,325百万円 2,292百万円
 

 

※４　減損損失

当連結会計年度(自 2024年４月１日至 2025年３月31日)

　当社グループは、事業用資産については各社の事業別に資産のグルーピングを行い、また、遊休資産については

個別の物件ごとにグルーピングを行っております。

　閉鎖の意思決定を行った厚生施設について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特

別損失に90百万円計上しております。減損損失の内訳は、建物及び構築物23百万円、工具、器具及び備品０百万

円、土地66百万円であります。

　当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額により算定しており、土地については不動産鑑定評価等を基礎

とした金額により、その他の固定資産については備忘価額により評価しております。

用途 種類
 金額

（百万円）
 場所

閉鎖予定資産
（厚生施設）

建物及び構築物 23

埼玉県
三郷市

工具、器具及び備品 0

土地 66

合計 90
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(連結包括利益計算書関係)

※１　その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び税効果額

     （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

その他有価証券評価差額金   

  当期発生額 168 62

  組替調整額 △0 99

   法人税等及び税効果調整前 168 161

   法人税等及び税効果額 △48 △55

    その他有価証券評価差額金 119 105

土地再評価差額金   

　法人税等及び税効果額 ― △26

為替換算調整勘定   

  当期発生額 △75 351

　組替調整額 ― ―

   法人税等及び税効果調整前 △75 351

   法人税等及び税効果額 ― ―

   為替換算調整勘定 △75 351

退職給付に係る調整額   
  当期発生額 404 278

　組替調整額 △24 △34
   法人税等及び税効果調整前 379 244

   法人税等及び税効果額 △116 △80

   退職給付に係る調整額 263 163

その他の包括利益合計 307 594
 

　

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 4,261,420 ― ― 4,261,420
 

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 652,254 722 ― 652,976
 

(変動事由の概要)

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　                     347株

　譲渡制限付株式報酬とした株式の無償取得による増加     375株
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３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2023年６月21日
定時株主総会

普通株式 182 50.00 2023年３月31日 2023年６月22日
 

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2024年６月21日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 182 50.00 2024年３月31日 2024年６月24日
 

 
当連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 4,261,420 ― ― 4,261,420
 

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 652,976 482 ― 653,458
 

(変動事由の概要)

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　                     282株

　譲渡制限付株式報酬とした株式の無償取得による増加     200株

 
　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2024年６月21日
定時株主総会

普通株式 182 50.00 2024年３月31日 2024年６月24日
 

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年６月19日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 182 50.00 2025年３月31日 2025年６月20日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
　

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

現金及び預金勘定 9,200百万円 7,021百万円

預入期間が３か月を
超える定期預金

―　〃 ―　〃

現金及び現金同等物 9,200　〃 7,021　〃
 

 

(リース取引関係)

ファイナンス・リース取引

 　所有権移転外ファイナンス・リース取引

 （借主側）

 ① リース資産の内容

　 ・有形固定資産

主として医療用医薬品製造設備であります。

　　・無形固定資産

主として当社の研究開発用システムであります。

　

 ② リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証がある場合は、残価保証額）とする定額法によっておりま

す。

　

(金融商品関係)

１　金融商品の状況に関する事項

 (1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、必要な資金については、主に銀行借入により

調達しております。デリバティブは、為替変動リスク及び借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機

的な取引は行わない方針であります。

 (2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形、売掛金及び契約資産、並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。当該リスクに関して当社グループでは、各社が取引先ごとに期日管理及び残高管理等を把握する体制となって

おります。

投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。当該リスクに関して当社グループでは、各社が定

期的に時価又は発行体の財務状況等を把握する体制としております。

営業債務である支払手形及び買掛金、並びに電子記録債務は、通常の営業活動に伴い生じたものであり、そのほ

とんどが１年以内の支払期日であります。

長期借入金は、主に長期運転資金に係る資金調達であります。また、変動金利の借入金は、金利の変動リスクに

晒されておりますが、支払金利の変動リスクを回避し、支払利息の固定化を図るために、デリバティブ取引（金利

スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。

ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達であります。

外貨建予定取引については為替変動リスクに晒されておりますが、当該リスクを軽減するため、一部の取引にお

いて為替予約取引をヘッジ手段として利用しております。

営業債務や借入金及びリース債務は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次に資

金繰計画を作成する方法等により管理しております。

 (3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することもあります。また、「デリバティブ取引関係」注記におけるデリバティブ取引に関する契

約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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 (4) 信用リスクの集中

当期の連結決算日現在における営業債権のうち52.8％（前期は50.6％）が特定の大口顧客に対するものでありま

す。

　

２　金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

 
前連結会計年度(2024年３月31日)

市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額237百万円）は、次表には含まれておりません。

区　　分
連結貸借対照表計上額
(百万円)　(※１)

時価
(百万円)　(※１)

差額
(百万円)

　(1) 投資有価証券 1,829 1,829 ―

資産計 1,829 1,829 ―

　(2) 長期借入金 (16,145) (16,099) 46

　(3) リース債務 (268) (268) 0

負債計 (16,414) (16,368) 46

　(4) デリバティブ取引(※３) ― ― ―
 

 (※１)負債に計上されているものについては、（　　　　）で示している。

(※２)「現金及び預金」「受取手形、売掛金及び契約資産」「電子記録債権」「支払手形及び買掛金」「電子記録

債務」「短期借入金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する

ものであることから、記載を省略している。

(※３)デリバティブ取引については、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金

と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載している。

 
当連結会計年度(2025年３月31日)

市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額236百万円）は、次表には含まれておりません。

区　　分
連結貸借対照表計上額
(百万円)　(※１)

時価
(百万円)　(※１)

差額
(百万円)

　(1) 投資有価証券 1,686 1,686 ―

資産計 1,686 1,686 ―

　(2) 長期借入金 (16,495) (15,979) 516

　(3) リース債務 (1,336) (1,277) 58

負債計 (17,831) (17,256) 574

　(4) デリバティブ取引(※３) ― ― ―
 

 (※１)負債に計上されているものについては、（　　　　）で示している。

(※２)「現金及び預金」「受取手形、売掛金及び契約資産」「電子記録債権」「支払手形及び買掛金」「電子記録

債務」「短期借入金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する

ものであることから、記載を省略している。

(※３)デリバティブ取引については、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金

と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載している。

 
（表示方法の変更）

　　「リース債務」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より注記しております。この表示方法の変更を反

映させるため、前連結会計年度についても記載しております。
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(注１)　金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(2024年３月31日)

区分
１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

　現金及び預金 9,200 ― ― ―

　受取手形、売掛金及び契約資産 7,736 ― ― ―

　電子記録債権 3,790 ― ― ―

　　　　　　 合計 20,727 ― ― ―
 

当連結会計年度(2025年３月31日)

区分
１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

　現金及び預金 7,021 ― ― ―

　受取手形、売掛金及び契約資産 8,268 ― ― ―

　電子記録債権 3,687 ― ― ―

　　　　　　 合計 18,978 ― ― ―
 

　
(注２)　長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(2024年３月31日)

区分
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

　短期借入金 568 ― ― ― ― ―

　長期借入金 2,801 2,832 2,397 2,313 1,872 3,928

　リース債務 86 65 52 39 16 7

合計 3,455 2,897 2,449 2,353 1,889 3,936
 

当連結会計年度(2025年３月31日)

区分
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

　短期借入金 230 ― ― ― ― ―

　長期借入金 3,191 2,756 2,673 2,231 1,710 3,931

　リース債務 213 202 192 172 158 397

合計 3,634 2,958 2,865 2,404 1,869 4,329
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３　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

前連結会計年度(2024年３月31日)

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類し

ております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定

の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係る

インプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属する

レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 1,829 ― ― 1,829

資産計 1,829 ― ― 1,829
 

 
(2)時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 ― (16,099) ― (16,099)

リース債務 ― (268) ― (268)

負債計 ― (16,368) ― (16,368)
 

 
（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価を

レベル１の時価に分類しております。

デリバティブ取引

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。（下記「長期借入金」参照）

長期借入金及びリース債務

長期借入金及びリース債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規借り入れを行った場合に想定さ

れる利率で割り引いて算定する方法によっているため、その時価をレベル２の時価に分類しております。
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当連結会計年度(2025年３月31日)

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類し

ております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定

の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係る

インプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属する

レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 1,686 ― ― 1,686

資産計 1,686 ― ― 1,686
 

 
(2)時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 ― (15,979) ― (15,979)

リース債務 ― (1,277) ― (1,277)

負債計 ― (17,256) ― (17,256)
 

 
（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価を

レベル１の時価に分類しております。

デリバティブ取引

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。（下記「長期借入金」参照）

長期借入金及びリース債務

長期借入金及びリース債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規借り入れを行った場合に想定さ

れる利率で割り引いて算定する方法によっているため、その時価をレベル２の時価に分類しております。
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(有価証券関係)

１　満期保有目的の債券

　該当事項はありません。

 

２　その他有価証券

前連結会計年度(2024年３月31日)

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

   

　株式 1,378 561 817
 その他 57 53 4

小計 1,436 614 821

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

   

　株式 393 550 △156

小計 393 550 △156

合計 1,829 1,164 664
 

当連結会計年度(2025年３月31日)

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

   

　株式 1,340 501 838
 その他 56 53 3

小計 1,396 554 841

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

   

　株式 290 305 △15

小計 290 305 △15

合計 1,686 860 826
 

 

３　連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度(2024年３月31日)

　　　該当事項はありません。

当連結会計年度(2025年３月31日)

区分
売却額

（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 205 153 ―

合計 205 153 ―
 

 
４　減損処理を行った有価証券

前連結会計年度(2024年３月31日)

　　　該当事項はありません。

当連結会計年度(2025年３月31日)

　　　当連結会計年度において、投資有価証券（上場株式）について252百万円の減損処理を行っております。
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(デリバティブ取引関係)

 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　金利関連

前連結会計年度(2024年３月31日)

ヘッジ会計の方法
デリバティブ
取引の種類等

主な
ヘッジ対象

契約額等
(百万円)

契約額の
うち１年超
(百万円)

時価

金利スワップの
特例処理

 金利スワップ取引
 支払固定・受取変動

 長期借入金 2,893 2,422 （注）
 

(注)　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

　

ヘッジ会計の方法等については、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計方針に関する事

項」に記載しております。

 
当連結会計年度(2025年３月31日)

ヘッジ会計の方法
デリバティブ
取引の種類等

主な
ヘッジ対象

契約額等
(百万円)

契約額の
うち１年超
(百万円)

時価

金利スワップの
特例処理

 金利スワップ取引
 支払固定・受取変動

 長期借入金 3,364 2,664 （注）
 

(注)　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

　

ヘッジ会計の方法等については、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計方針に関する事

項」に記載しております。

　

(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けているほか、

複数事業主制度に係る企業年金制度として厚生年金基金制度に加入しております。また、従業員の退職等に際して割

増退職金を支払う場合があります。

確定給付企業年金制度（すべて積立型制度であります）では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給し

ております。退職一時金制度（すべて非積立制度であります）では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給してお

ります。

なお、当社及び連結子会社の一部においては、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

 
２　確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く）

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

退職給付債務の期首残高 3,414 百万円 3,420 百万円

勤務費用 237  〃 237  〃

利息費用 5  〃 5  〃

数理計算上の差異の発生額 △13  〃 △435  〃

退職給付の支払額 △223  〃 △470  〃

退職給付債務の期末残高 3,420  〃 2,758  〃
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(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く）

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

年金資産の期首残高 3,796 百万円 4,371 百万円

期待運用収益 94  〃 109  〃

数理計算上の差異の発生額 390  〃 △157  〃

事業主からの拠出額 308  〃 309  〃

退職給付の支払額 △218  〃 △466  〃

年金資産の期末残高 4,371  〃 4,166  〃
 

 
(3) 簡便法を適用した制度の退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

退職給付に係る負債の期首残高 120 百万円 112 百万円

退職給付費用 16  〃 19  〃

退職給付の支払額 △25  〃 △25  〃

退職給付に係る負債の期末残高 112  〃 105  〃
 

 
(4) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

 
前連結会計年度

(2024年３月31日)
当連結会計年度

(2025年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 3,404 百万円 2,746 百万円

年金資産 △4,371  〃 △4,166  〃

 △967  〃 △1,420  〃

非積立型制度の退職給付債務 128  〃 118  〃

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △839  〃 △1,302  〃

     
退職給付に係る負債 128 百万円 118 百万円

退職給付に係る資産 △967  〃 △1,420  〃

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △839  〃 △1,302  〃
 

（注）簡便法を適用した制度を含みます。
 

(5) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

勤務費用 237 百万円 237 百万円

利息費用 5  〃 5  〃

期待運用収益 △94  〃 △109  〃

数理計算上の差異の費用処理額 △24  〃 △34  〃

簡便法で計算した退職給付費用 16  〃 19  〃

確定給付制度に係る退職給付費用 140  〃 119  〃
 

 
(6) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

数理計算上の差異 379 百万円 △244 百万円

合計 379  〃 △244  〃
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(7) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(2024年３月31日)
当連結会計年度

(2025年３月31日)

未認識数理計算上の差異 429 百万円 673 百万円

合計 429  〃 673  〃
 

 
(8) 年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(2024年３月31日)
当連結会計年度

(2025年３月31日)

株式 39% 34%

債券 32% 32%

一般勘定 15% 15%

その他 14% 19%

合計 100% 100%
 

②長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。
 

(9) 数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表している）

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

割引率 0.2% 1.7%

長期期待運用収益率 2.5% 2.5%
 

 
３　複数事業主制度

自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができない制度であり、確定拠出制度と同様に会計処

理しております。確定拠出制度と同様に会計処理する複数事業主制度の企業年金基金制度への要拠出額は、47百万円

（前連結会計年度は48百万円）であります。
 

　 (1) 制度全体の積立状況に関する事項

東京薬業企業年金基金

 (2023年３月31日現在) (2024年３月31日現在)

年金資産の額 178,035百万円 186,018百万円

年金財政計算上の数理債務の額 153,464　〃 156,459　〃

差引額 24,570　〃 29,559　〃
 

 

　 (2) 制度全体に占める当社グループの加入人数割合

 (2024年３月31日現在) (2025年３月31日現在)

 0.9％ 0.9％
 

　 (3) 補足説明

上記(1)の差引額の主な要因は、前連結会計年度においては、年金財政上の未償却過去勤務債務残高等6,167百

万円、当年度不足金6,221百万円、別途積立金36,959百万円であります。また、当連結会計年度においては、年金

財政上の未償却過去勤務債務残高等5,197百万円、別途積立金34,757百万円であります。

なお、上記(2)の割合は当社グループの実績の負担割合とは一致いたしません。
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(ストック・オプション等関係)

１.ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

該当事項はありません。
 

２.権利不行使による失効により利益として計上した金額

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

新株予約権戻入益 17百万円 ―百万円
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
 

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

(繰延税金資産)   

未払事業税 14百万円 12百万円

未払賞与 184　〃 189　〃

棚卸資産評価損 198 〃 234 〃

貸倒引当金 18 〃 30 〃

返金負債 65 〃 64 〃

連結会社間内部利益消去 46 〃 46 〃

退職給付に係る負債 39 〃 37 〃

役員退職慰労引当金 146 〃 157 〃

減価償却超過額 314 〃 365 〃

投資有価証券評価損 18 〃 19 〃

税務上の繰越欠損金 (注) 195 〃 329 〃

その他 223 〃 244 〃

　繰延税金資産小計 1,465 〃 1,731 〃

税務上の繰越欠損金に係る
評価性引当額 (注)

△112 〃 △160 〃

将来減算一時差異等の
合計に係る評価性引当額

△590 〃 △580 〃

　評価性引当額小計 △703 〃 △741 〃

　繰延税金資産合計 762 〃 989 〃

   

(繰延税金負債)   

退職給付に係る資産 △296百万円 △447百万円

その他有価証券評価差額金 △198 〃 △253 〃

土地再評価に係る繰延税金負債 △915 〃 △921 〃

　繰延税金負債合計 △1,410 〃 △1,622 〃

　繰延税金負債の純額 △647 〃 △633 〃
 

 
 

(注) 税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

    前連結会計年度（2024年３月31日）

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超 合計

税務上の繰越欠損金(注1) 18 ― 64 ― ― 112 195百万円

評価性引当額 ― ― ― ― ― △112 △112  〃

繰延税金資産 18 ― 64 ― ― ― 82  〃
 

  (注1)税務上の繰越欠損金は、該当会社所在国の実効税率を乗じた額であります。

(注2)税務上の繰越欠損金195百万円（法定実効税率を乗じた額）について、繰延税金資産82百万円を計上して

おります。当該税務上の繰越欠損金については将来の課税所得の見込み等により、回収可能と判断した部

分については評価性引当額を認識しておりません。
 

     当連結会計年度（2025年３月31日）

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超 合計

税務上の繰越欠損金(注1) ― ― 45 58 64 160 329百万円

評価性引当額 ― ― ― ― ― △160 △160  〃

繰延税金資産 ― ― 45 58 64 ― 169  〃
 

  (注1)税務上の繰越欠損金は、該当会社所在国の実効税率を乗じた額であります。

(注2)税務上の繰越欠損金329百万円（法定実効税率を乗じた額）について、繰延税金資産169百万円を計上し

ております。当該税務上の繰越欠損金については将来の課税所得の見込み等により、回収可能と判断した

部分については評価性引当額を認識しておりません。
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２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳
 

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

法定実効税率 ― 30.6％

（調整）   

　永久に損金に算入されない費用項目 ― 4.7〃

　住民税均等割 ― 7.5〃

　土地再評価差額金 ― △8.1〃

　評価性引当額の増減 ― △27.1〃

　在外子会社の税率差異 ― △15.9〃

　税率変更の影響 ― △7.7〃

　その他 ― △0.4〃

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 ― △16.3〃
 

（注）前連結会計年度は、税金等調整前当期純損失であるため、注記を省略しております。

 
３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立し、2026年４月１

日以後開始する連結会計年度より「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

　これに伴い、2026年４月１日以後開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産

及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.6％から31.5％に変更し計算しております。

　この変更により、当連結会計年度の繰延税金資産（繰延税金負債の金額を控除した金額）が５百万円、法人税等

調整額が６百万円、その他有価証券評価差額金が６百万円、退職給付に係る調整累計額が６百万円 それぞれ減少し

ております。

　また、再評価に係る繰延税金負債が26百万円増加し、土地再評価差額金が同額減少しております。

 
４　法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

　当社及び国内連結子会社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理

及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又

はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

 
(賃貸等不動産関係)

　　当社では、埼玉県その他の地域において、賃貸施設等を有しております。

2024年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は△0百万円（主な賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は

売上原価に計上であります。

2025年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は△0百万円（主な賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は

売上原価に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

連結貸借対照表計上額

期首残高 84 83

期中増減額 △1 △1

期末残高 83 82

期末時価 67 69
 

　(注) １ 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２ 前連結会計年度増減額のうち、主な減少は減価償却費の計上（１百万円）であります。

３ 当連結会計年度増減額のうち、主な減少は減価償却費の計上（１百万円）であります。

４ 期末時価は、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づいて自社で算定した金

額であります。
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(収益認識関係)

１　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループは、医薬品事業及びその他の事業を営んでおり、医薬品事業の内容は、医療用医薬品、臨床検査

用の試薬及び機械の製造・販売であり、その他の事業の内容は、安全性試験の受託事業、ヘルスケア事業及び不

動産賃貸事業であります。その他の事業における顧客との契約から生じる収益は主に安全性試験の受託事業から

生じる収益であります。

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 
２　収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「注記事項（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

４　会計方針に関する事項　(5) 重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
 

３　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

(1) 契約資産及び契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債は、以下のとおりです。

                                                                  (単位：百万円)

 当連結会計年度期首 当連結会計年度期末

顧客との契約から生じた債権   

　受取手形 138 114

　売掛金 7,134 7,481

　電子記録債権 3,738 3,790

計 11,011 11,387

契約資産 243 139

契約負債 198 244
 

連結貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権及び契約資産は「受取手形、売掛金及び契約資

産」に含まれており、契約負債は「流動負債その他」に含まれています。

契約資産は、その他事業における連結子会社の安全性試験の受託契約について、一定の期間にわたって

充足される履行義務として、履行義務の充足にかかる進捗度に基づき収益を認識した対価に対する連結子

会社の権利のうち、期末日時点で顧客への請求権が確定していない資産であります。契約資産は、対価に

対する連結子会社の権利が無条件になった時点で、顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。当

該受託試験に関する対価は、受託試験の成果物の引き渡し完了時に請求しております。

契約負債は、主に、連結子会社の安全性試験の受託契約において、対価を前受した額のうち、履行義務

を充足していない部分に相当するものです。契約負債は、主として収益の認識に伴い取り崩されます。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は105百万円であ

ります。また、当連結会計年度において、契約資産が103百万円減少した主な理由は、受託試験の完了によ

るものです。また、当連結会計年度において、契約負債が46百万円増加した主な理由は、受託試験の対価

を前受した額が増加したことによるものです。
 

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

当連結会計年度末における残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下

のとおりであります。

                                             (単位：百万円)

 当連結会計年度期末

１年以内 479

１年超 142

合計 621
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当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(1) 契約資産及び契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債は、以下のとおりです。

                                                                  (単位：百万円)

 当連結会計年度期首 当連結会計年度期末

顧客との契約から生じた債権   

　受取手形 114 55

　売掛金 7,481 7,972

　電子記録債権 3,790 3,687

計 11,387 11,715

契約資産 139 240

契約負債 244 258
 

連結貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権及び契約資産は「受取手形、売掛金及び契約資

産」に含まれており、契約負債は「流動負債その他」に含まれています。

契約資産は、その他事業における連結子会社の安全性試験の受託契約について、一定の期間にわたって

充足される履行義務として、履行義務の充足にかかる進捗度に基づき収益を認識した対価に対する連結子

会社の権利のうち、期末日時点で顧客への請求権が確定していない資産であります。契約資産は、対価に

対する連結子会社の権利が無条件になった時点で、顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。当

該受託試験に関する対価は、受託試験の成果物の引き渡し完了時に請求しております。

契約負債は、主に、連結子会社の安全性試験の受託契約において、対価を前受した額のうち、履行義務

を充足していない部分に相当するものです。契約負債は、主として収益の認識に伴い取り崩されます。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は122百万円であ

ります。また、当連結会計年度において、契約資産が100百万円増加した主な理由は、受託試験の進捗によ

るものです。また、当連結会計年度において、契約負債が13百万円増加した主な理由は、受託試験の対価

を前受した額が増加したことによるものです。
 

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

当連結会計年度末における残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下

のとおりであります。

                                             (単位：百万円)

 当連結会計年度期末

１年以内 529

１年超 156

合計 686
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１　報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、本社に事業本部を置き、当該事業本部は取り扱う製品について包括的な戦略を立案し、事業活動を展開し

ております。

従って、当社は事業本部を基礎としたセグメントから構成されており、「医薬品事業」を報告セグメントとしてお

ります。

なお、「医薬品事業」は医療用医薬品の製造・販売を主に行っております。

 

２　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は、市場実勢価格に基づいております。

 

３　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解情報

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

    (単位：百万円)

 
報告セグメン

ト その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

連結財務諸表
計上額

 医薬品事業

売上高      

 医療用医薬品 25,510 ― 25,510 ― 25,510

 臨床検査薬 4,003 ― 4,003 ― 4,003

　その他 ― 1,134 1,134 ― 1,134

 顧客との契約から生じる収益 29,513 1,134 30,648 ― 30,648

 その他の収益 97 2 100 ― 100

 外部顧客への売上高 29,611 1,137 30,748 ― 30,748

  セグメント間の内部売上高
　又は振替高

9 9 18 △18 ―

計 29,620 1,146 30,766 △18 30,748

セグメント利益又は損失(△) △600 106 △494 ― △494

セグメント資産 38,399 1,934 40,334 9,213 49,548

その他の項目      

　減価償却費 1,400 58 1,459 ― 1,459

　特別利益 15 1 17 ― 17

　（新株予約権戻入益） 15 1 17 ― 17

　持分法適用会社への投資額 157 ― 157 ― 157

 有形固定資産及び
 無形固定資産の増加額

2,700 46 2,747 ― 2,747
 

(注)１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、安全性試験の受託等、ヘルスケア

事業及び不動産賃貸事業を含んでおります。

２　セグメント資産の調整額 9,213百万円には、報告セグメントに配分していない全社資産 9,359百万円が含ま

れております。全社資産は、主に当社グループの余資運用資金であります。

３　医薬品事業における「臨床検査薬」の重要性が増したため、当連結会計年度より医薬品事業の顧客との契約

から生じる収益を「医療用医薬品」及び「臨床検査薬」に区分しております。
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当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

    (単位：百万円)

 
報告セグメン

ト その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

連結財務諸表
計上額

 医薬品事業

売上高      

 医療用医薬品 26,502 ― 26,502 ― 26,502

 臨床検査薬 4,788 ― 4,788 ― 4,788

　その他 ― 1,182 1,182 ― 1,182

 顧客との契約から生じる収益 31,291 1,182 32,473 ― 32,473

 その他の収益 94 2 97 ― 97

 外部顧客への売上高 31,386 1,184 32,570 ― 32,570

  セグメント間の内部売上高
　又は振替高

7 79 86 △86 ―

計 31,393 1,264 32,657 △86 32,570

セグメント利益又は損失(△) 506 99 606 ― 606

セグメント資産 41,579 1,831 43,410 6,441 49,851

その他の項目      

　減価償却費 1,314 62 1,377 ― 1,377

　特別利益 ― ― ― 153 153

　（投資有価証券売却益） ― ― ― 153 153

　特別損失 ― ― ― 342 342

　（減損損失） ― ― ― 90 90
　（投資有価証券評価損） ― ― ― 252 252

　持分法適用会社への投資額 156 ― 156 ― 156

 有形固定資産及び
 無形固定資産の増加額

2,914 89 3,003 ― 3,003
 

(注)１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、安全性試験の受託等、ヘルスケア

事業及び不動産賃貸事業を含んでおります。

２　セグメント資産の調整額 6,441百万円には、報告セグメントに配分していない全社資産 6,515百万円が含ま

れております。全社資産は、主に当社グループの余資運用資金であります。

 
【関連情報】

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

１　製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 
２　地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

  (単位：百万円)

日本 ベトナム 合計

11,404 1,820 13,224
 

　

３　主要な顧客ごとの情報

                                                                                  (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

アルフレッサ㈱ 5,511 医薬品事業

㈱メディセオ 5,351 医薬品事業
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当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

１　製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２　地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

  (単位：百万円)

日本 ベトナム 合計

12,969 1,767 14,737
 

　

３　主要な顧客ごとの情報

                                                                                  (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

㈱メディセオ 6,014 医薬品事業

アルフレッサ㈱ 5,778 医薬品事業
 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

　　　該当事項はありません。

 
当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

報告セグメントに配分されていない遊休資産に係る減損損失を計上しております。なお、当該減損損失の計上

額は、90百万円であります。

 
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　　　　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　　　　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

　前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

種類
会社等
の名称

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連
会社

ジャパン
ソファル
シム㈱

東京都
千代田
区

10
医薬品の仕
入・輸入・
販売等

(所有)
直接　　6.1
(被所有)
直接　 19.7

商品及び原材料
仕入先
 

役員の兼任

商品及び
原材料の購入

1,704

支払手形
及び
買掛金
並びに
電子記録
債務

617

 

(注) １　仕入その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。

２　ジャパンソファルシム株式会社は当社代表取締役社長 山口一城が、議決権の35.7％を所有しております。

 

　当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

種類
会社等
の名称

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連
会社

ジャパン
ソファル
シム㈱

東京都
千代田
区

10
医薬品の仕
入・輸入・
販売等

(所有)
直接　　6.1
(被所有)
直接　 19.7

商品及び原材料
仕入等
 

役員の兼任

商品及び
原材料の購入
 
研究用原材料
の購入
 
売上

1,847
 
 

106
 

125

買掛金及
び電子記
録債務
 
売掛金

 
305
 
 

127

 

(注) １　仕入その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。

２　ジャパンソファルシム株式会社は当社代表取締役社長 山口一城が、議決権の35.7％を直接所有（間接所有

を含めると81.8％所有）しております。

 

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

　前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

種類
会社等
の名称

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連
会社

ジャパン
ソファル
シム㈱

東京都
千代田
区

10
医薬品の仕
入・輸入・
販売等

― 原材料仕入先 原材料の購入 3,558

支払手形
及び
買掛金
並びに
電子記録
債務

1,517

 

(注) １　仕入その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。

２　ジャパンソファルシム株式会社は当社代表取締役社長 山口一城が、議決権の35.7％を所有しております。

 

　当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

種類
会社等
の名称

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連
会社

ジャパン
ソファル
シム㈱

東京都
千代田
区

10
医薬品の仕
入・輸入・
販売等

― 原材料仕入等

商品及び
原材料の購入
 
売上

3,489

 
 
99

買掛金及
び
電子記録
債務
 
売掛金及
び
電子記録
債権

906
 
 
 
1
 

 

(注) １　仕入その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。

２　ジャパンソファルシム株式会社は当社代表取締役社長 山口一城が、議決権の35.7％を直接所有（間接所有

を含めると81.8％所有）しております。
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(１株当たり情報)

 

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

１株当たり純資産額 5,116.02円 5,312.46円

１株当たり当期純利益金額又は
１株当たり当期純損失金額（△）

△50.14円 81.72円
 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

２　１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

 
前連結会計年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損
失金額

  

親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失（△）(百万円)

△180 294

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益又は親会社株主に帰属する
当期純損失（△）(百万円)

△180 294

普通株式の期中平均株式数(株) 3,608,835 3,608,124

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株
式の概要

― ―

 

　

(重要な後発事象)

 該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　　　　該当事項はありません。

 
【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 568 230 ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 2,801 3,191 1.0 ―

１年以内に返済予定のリース債務 86 213 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

13,344 13,304 1.2 2026年～2034年

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

182 1,123 ― 2026年～2032年

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 16,982 18,061  ― ―
 

(注) １　平均利率につきましては、当期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返

済予定額は以下のとおりであります。

区分
１年超２年以内

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内

(百万円)

長期借入金 2,756 2,673 2,231 1,710

リース債務 202 192 172 158
 

３　リース債務については、一部の連結会社のファイナンス・リースは、リース料総額に含まれる利息相当額を

控除する前の金額で連結貸借対照表に計上しているため、平均利率は記載しておりません。

 

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における半期情報等

 

（累計期間）
中間連結会計期

間
当連結会計年度

売上高 (百万円) 15,626 32,570

税金等調整前当期純利益
又は税金等調整前中間純損失（△）

(百万円) △62 253

親会社株主に帰属する当期純利益又は親
会社株主に帰属する中間純損失（△）

(百万円) △44 294

１株当たり当期純利益又は１株当たり中
間純損失（△）

(円) △12.26 81.72
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 7,477 4,698

  受取手形 6 6

  電子記録債権 ※１,※３  4,153 ※１  4,196

  売掛金 ※１  5,214 ※１  5,757

  商品及び製品 3,994 4,218

  仕掛品 62 156

  原材料及び貯蔵品 140 87

  前払費用 259 23

  その他 ※１  553 ※１  499

  流動資産合計 21,863 19,645

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 432 455

   構築物 28 28

   機械及び装置 65 167

   車両運搬具 0 0

   工具、器具及び備品 199 158

   土地 3,988 4,136

   リース資産 136 116

   有形固定資産合計 4,850 5,061

  無形固定資産   

   特許権 10 18

   商標権 47 40

   販売権 100 260

   ソフトウエア 10 5

   リース資産 55 114

   電話加入権 7 7

   無形固定資産合計 232 447

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,856 1,715

   関係会社株式 4,948 4,948

   敷金及び保証金 44 40

   前払年金費用 427 590

   繰延税金資産 155 101

   その他 551 597

   貸倒引当金 △61 △97

   投資その他の資産合計 7,922 7,896

  固定資産合計 13,005 13,406

 資産合計 34,868 33,051
 

 

EDINET提出書類

日本ケミファ株式会社(E00957)

有価証券報告書

 84/107



 

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 ※３  2 1

  電子記録債務 ※１,※３  4,678 ※１  2,816

  買掛金 ※１  2,007 ※１  2,314

  短期借入金 128 140

  1年内返済予定の長期借入金 2,304 2,416

  リース債務 68 72

  未払金 ※１  32 ※１  36

  未払法人税等 36 45

  未払消費税等 248 -

  未払費用 ※１  1,381 ※１  1,096

  預り金 ※１  57 ※１  30

  返金負債 195 191

  設備関係電子記録債務 ※３  96 115

  その他 140 185

  流動負債合計 11,380 9,461

 固定負債   

  長期借入金 10,322 10,114

  リース債務 141 181

  退職給付引当金 42 37

  役員退職慰労引当金 435 451

  再評価に係る繰延税金負債 915 921

  長期預り金 2,246 2,455

  固定負債合計 14,103 14,163

 負債合計 25,483 23,625

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,304 4,304

  資本剰余金   

   その他資本剰余金 1,255 1,255

   資本剰余金合計 1,255 1,255

  利益剰余金   

   利益準備金 421 439

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 3,913 3,902

   利益剰余金合計 4,334 4,342

  自己株式 △3,022 △3,022

  株主資本合計 6,872 6,879

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 440 547

  土地再評価差額金 2,072 1,999

  評価・換算差額等合計 2,512 2,546

 純資産合計 9,385 9,426

負債純資産合計 34,868 33,051
 

 

EDINET提出書類

日本ケミファ株式会社(E00957)

有価証券報告書

 85/107



②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 2023年４月１日
　至 2024年３月31日)

当事業年度
(自 2024年４月１日
　至 2025年３月31日)

売上高 ※１  22,409 ※１  23,501

売上原価 ※１  17,064 ※１  16,994

売上総利益 5,345 6,507

販売費及び一般管理費 ※１、※２  6,395 ※１、※２  6,420

営業利益又は営業損失（△） △1,049 86

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取配当金 ※１  46 ※１  355

 固定資産賃貸料 ※１  74 ※１  74

 保険配当金 8 8

 その他 ※１  55 ※１  7

 営業外収益合計 185 446

営業外費用   

 支払利息 113 129

 支払手数料 6 38

 その他 16 26

 営業外費用合計 136 193

経常利益又は経常損失（△） △1,001 339

特別利益   

 投資有価証券売却益 - 153

 新株予約権戻入益 17 -

 特別利益合計 17 153

特別損失   

 減損損失 - ※３  90

 投資有価証券評価損 - 252

 特別損失合計 - 342

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △984 149

法人税、住民税及び事業税 △153 27

法人税等調整額 △53 △21

法人税等合計 △207 6

当期純利益又は当期純損失（△） △777 143
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 2023年４月１日　至 2024年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他資本剰余金 利益準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 4,304 1,255 403 4,891 △3,021 7,832

当期変動額       

剰余金の配当   18 △200  △182

当期純利益又は当期

純損失（△）
   △777  △777

自己株式の取得     △0 △0

土地再評価差額金の

取崩
     -

株主資本以外の項目

の当期変動額

（純額）

      

当期変動額合計 - - 18 △978 △0 △960

当期末残高 4,304 1,255 421 3,913 △3,022 6,872
 

 

 

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価差額金

評価・換算差額等

合計

当期首残高 331 2,072 2,403 17 10,253

当期変動額      

剰余金の配当     △182

当期純利益又は当期

純損失（△）
    △777

自己株式の取得     △0

土地再評価差額金の

取崩
    -

株主資本以外の項目

の当期変動額

（純額）

109 - 109 △17 92

当期変動額合計 109 - 109 △17 △868

当期末残高 440 2,072 2,512 - 9,385
 

 

EDINET提出書類

日本ケミファ株式会社(E00957)

有価証券報告書

 87/107



 

 当事業年度(自 2024年４月１日　至 2025年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他資本剰余金 利益準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 4,304 1,255 421 3,913 △3,022 6,872

当期変動額       

剰余金の配当   18 △200  △182

当期純利益又は当期

純損失（△）
   143  143

自己株式の取得     △0 △0

土地再評価差額金の

取崩
   46  46

株主資本以外の項目

の当期変動額

（純額）

      

当期変動額合計 - - 18 △10 △0 7

当期末残高 4,304 1,255 439 3,902 △3,022 6,879
 

 

 

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価差額金

評価・換算差額等

合計

当期首残高 440 2,072 2,512 - 9,385

当期変動額      

剰余金の配当     △182

当期純利益又は当期

純損失（△）
    143

自己株式の取得     △0

土地再評価差額金の

取崩
 △46 △46  -

株主資本以外の項目

の当期変動額

（純額）

106 △26 80 - 80

当期変動額合計 106 △72 34 - 41

当期末残高 547 1,999 2,546 - 9,426
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

 (1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

 (2) その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

決算末日の市場価格等に基づく時価法

　　　（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

 

２ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

 　商品・製品・原材料・仕掛品・貯蔵品

先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

 

３ 固定資産の減価償却方法

 (1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　　定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに2016年４月１日以降に取得した建物附

属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

 (2) 無形固定資産（リース資産を除く）

 定額法を採用しております。

 (3) リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

４ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

期末の債権に対する貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 (2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

 ① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっております。

 ② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（11年）による定額法によ

り費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（11年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

ただし、当事業年度において認識すべき年金資産が、退職給付債務から数理計算上の差異等を控除した額を超

過する場合には、前払年金費用として投資その他の資産に計上しております。

 (3) 役員退職慰労引当金

　 　役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規による支払見込相当額を計上しております。
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５ 重要な収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足す

る通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

　主に医療用医薬品、臨床検査用の試薬及び機械の製造・販売を行っております。製品を顧客に供給することを履

行義務としており、原則として製品の引渡時点において支配が顧客に移転して履行義務が充足されると判断してい

ることから、当時点において収益を認識しておりますが、出荷時点から当該製品の支配が顧客に移転される時まで

の期間が通常の期間である場合には、出荷時点に収益を認識しております。

　医療用医薬品の販売契約については、取引数量等に基づく変動対価が含まれており、顧客に支払う変動対価を売

上高から控除しております。

　変動対価の見積りは、類似した同種の契約が多数あることから過去の実績に基づき顧客に支払う対価を見積り、

売上高から控除し返金負債を計上しております。

　履行義務を充足してから対価を受領するまでの期間が通常は１年以内であるため、重要な金融要素は含まれてお

りません。

 
６ 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

 外貨建金銭債権債務は決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

 

７ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満たしている場

合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合には特例処理を採用しております。

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　a.ヘッジ手段……為替予約

　　　ヘッジ対象……外貨建予定取引

　　b.ヘッジ手段……金利スワップ

　　　ヘッジ対象……借入金の利息

 (3) ヘッジ方針

為替相場変動リスク及び金利の変動によるリスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っておりますが、投機的

な取引は行っておりません。

 (4) ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ対象とヘッジ手段が同一通貨の為替予約取引、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引について

は、有効性の判定を省略しております。

 

８ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 (1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれら

の会計処理の方法と異なっております。

 (2) グループ通算制度の適用

 グループ通算制度を適用しております。
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(重要な会計上の見積り)

前事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　１　繰延税金資産の回収可能性

(1)財務諸表に計上した金額

 　　　　　　　　　　　　　   　　 （単位：百万円）

 当事業年度

繰延税金資産 155
 

 

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社は、繰延税金資産について定期的に回収可能性を検討し、当該資産の回収が不確実と考えられる部分に

対しては評価性引当額としております。回収可能性の判断においては、将来の課税所得見込額と実行可能な

タックス・プランニングを考慮して、将来の税金負担額を軽減する効果を有すると考えられる範囲で繰延税金

資産を計上しております。

当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課

税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度以降の財務諸表において、繰延税金資産及び法人

税等調整額の金額に重要な影響を与える可能性があります。

当事業年度において財務諸表に計上した繰延税金資産の金額及び内訳については、（税効果会計関係）にお

いて記載のとおりであります。

 

　２　固定資産の減損損失の認識要否

 (1)財務諸表に計上した金額

当事業年度において財務諸表に計上した金額のうち、医薬品事業及び共用資産に係る固定資産の金額は4,232

百万円であります。当事業年度において、当社及び医薬品事業の営業活動から生じる損益が継続してマイナス

となったことから、医薬品事業に係る資産及び共用資産を含む、より大きな単位で減損の兆候があるものと判

断しております。減損損失の認識の判定において、割引前将来キャッシュ・フローの総額が医薬品事業に係る

資産及び共用資産の固定資産計上額を上回ることから減損損失を認識しておりません。

 

 (2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社は、固定資産のグルーピングを管理会計上の区分に基づき実施しております。また、共用資産について

は、共用資産を含む、より大きな単位でグルーピングを行っています。減損の兆候のあるものと判断した医薬

品事業に係る資産及び共用資産の減損損失の認識における割引前将来キャッシュ・フローの見積りは、医薬品

事業に係る資産及び共用資産の継続的使用と使用後の処分によって生ずると見込まれる将来キャッシュ・フ

ローにより算定しております。

継続的使用による将来キャッシュ・フローは、取締役会で承認された中期経営計画を基礎として算定してお

ります。

また、使用後の処分によって生ずると見込まれる将来キャッシュ・フローは将来時点の正味売却価額であ

り、外部の専門家による鑑定評価額を基礎とし、当該鑑定評価額から過去実績などを参考に合理的に見積もっ

た処分費用見込額を控除して算定しております。

中期経営計画の前提となった仮定に変更が生じた場合又は鑑定評価の前提となった対象物件周辺の不動産市

況に悪化等が発生した場合、翌事業年度以降の固定資産の減損の見積りに影響を与える可能性があります。

 

当事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　繰延税金資産の回収可能性

(1)財務諸表に計上した金額

 　　　　　　　　　　　　   　　 　（単位：百万円）

 当事業年度

繰延税金資産 101
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(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①　当事業年度の財務諸表に計上した金額の算出方法

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号）に従い、将来減算一時

差異のうち、回収可能と判断されたものについて繰延税金資産を計上しております。回収可能性は、取締役

会で承認された中期経営計画を基礎とした将来の収益力及びタックス・プランニングに基づく将来課税所得

により判断しております。

②　当事業年度の財務諸表に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

課税所得の見積りの基礎となる中期経営計画における主要な仮定は、医薬品売上高における薬価改定率及

び販売数量見込、加えて臨床検査薬売上高における販売数量見込の予測であります。薬価改定率は、過去の

改定実績及び薬務行政の動向を勘案して見積もっております。医薬品及び臨床検査薬の販売数量見込は、販

売数量実績に基づく伸長率や販売提携先からの情報を基礎として予測しております。

③　翌事業年度の財務諸表に与える影響

課税所得が生じる時期及び金額は、医薬品事業及び臨床検査薬事業を取り巻く外部環境の変動等によって

影響を受ける可能性があり、実際に生じた課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、当事業年度の

財務諸表に計上した繰延税金資産の取崩しが発生する可能性があります。

 
 

(表示方法の変更)

貸借対照表

　前事業年度において「流動負債」の「設備関係支払手形」に含めて表示しておりました「設備関係電子記録

債務」は、「設備関係支払手形」残高がなくなったため、当事業年度より「設備関係電子記録債務」として表

示しております。また、前事業年度の設備関係支払手形は金額的重要性が乏しいため、流動負債の「その他」

に含め、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」の「設備関係支払手形」に表示していた０百万

円は、「その他」140百万円として組み替えております。

 
(貸借対照表関係)

※１　関係会社に対する資産及び負債

区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次のとおりであります。
　

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

短期金銭債権 1,371百万円 1,662百万円

短期金銭債務 3,730 〃 2,570 〃
 

 

２　運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と貸出コミットメント契約を締結しております。

事業年度末における貸出コミットメントに係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。
　

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

貸出コミットメントの総額 3,000百万円 3,000百万円

借入実行残高 ― ―

差引額 3,000百万円 3,000百万円
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※３　期末日満期手形等の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、前事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形等を満期日に決済が行われたものと

して処理しております。
 

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

電子記録債権 209百万円 ―百万円

支払手形 0　〃 ―　〃

電子記録債務 1,339　〃 ―　〃

設備関係電子記録債務 8　〃 ―　〃 
 

 

 

(損益計算書関係)

※１ 関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額
　

 
前事業年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

営業取引（収入分） 2,330百万円 2,387百万円

営業取引（支出分） 8,168 〃 9,025 〃

営業取引以外の取引（収入分） 85 〃 387 〃
 

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。
　

 
前事業年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

広告宣伝費 67百万円 57百万円

役員報酬 175　〃 170　〃

給料及び手当 2,332　〃 2,355　〃

役員退職慰労引当金繰入額 18　〃 19　〃

旅費及び交通費 281　〃 268　〃

租税公課 64　〃 73　〃

減価償却費 82　〃 90　〃

研究開発費 1,966　〃 1,961　〃

支払手数料 840　〃 849　〃

     
おおよその割合     

　販売費 1.1％ 1.8％

　一般管理費 98.9〃 98.2〃
 

 

※３　減損損失

当事業年度(自 2024年４月１日至 2025年３月31日)

　当社は、事業用資産については事業別に資産のグルーピングを行い、また、遊休資産については個別の物件ごと

にグルーピングを行っております。

　閉鎖の意思決定を行った厚生施設について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特

別損失に90百万円計上しております。減損損失の内訳は、建物22百万円、構築物０百万円、工具、器具及び備品０

百万円、土地66百万円であります。

　当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額により算定しており、土地については不動産鑑定評価等を基礎

とした金額により、その他の固定資産については備忘価額により評価しております。

用途 種類
 金額

（百万円）
 場所

閉鎖予定資産
（厚生施設）

建物 22

埼玉県
三郷市

構築物 0

工具、器具及び備品 0

土地 66

合計 90
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(有価証券関係)

前事業年度（2024年３月31日）

子会社株式及び関連会社株式は、市場価格のない株式等のため、子会社株式及び関連会社株式の時価を記載して

おりません。

なお、市場価格のない株式等の子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額は次のとおりです。

  

区分
前事業年度
 (百万円)

子会社株式 4,948

関連会社株式 0

計 4,948
 

 

当事業年度（2025年３月31日）

子会社株式及び関連会社株式は、市場価格のない株式等のため、子会社株式及び関連会社株式の時価を記載して

おりません。

なお、市場価格のない株式等の子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額は次のとおりです。

  

区分
当事業年度
 (百万円)

子会社株式 4,948

関連会社株式 0

計 4,948
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
 

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

(繰延税金資産)   

　未払事業税 7百万円 9百万円

　未払賞与 102　〃 110　〃

　棚卸資産評価損 83 〃 45 〃

　貸倒引当金 18 〃 30 〃

　返金負債 59 〃 58 〃

　退職給付引当金 12 〃 11 〃

　役員退職慰労引当金 133 〃 142 〃

　減価償却超過額 202 〃 194 〃

　投資有価証券評価損 18 〃 19 〃

　税務上の繰越欠損金 195 〃 329 〃

　その他 220 〃 233 〃

　　繰延税金資産小計 1,054 〃 1,184 〃

　税務上の繰越欠損金に係る
　評価性引当額

△112 〃 △133 〃

　将来減算一時差異等の
　合計に係る評価性引当額

△465 〃 △518 〃

　　評価性引当額小計 △578 〃 △652 〃

　　繰延税金資産合計 476 〃 532 〃

   

(繰延税金負債)   

　前払年金費用 △130百万円 △186百万円

　その他有価証券評価差額金 △189 〃 △245 〃

　土地再評価に係る繰延税金負債 △915 〃 △921 〃

　　繰延税金負債合計 △1,236 〃 △1,353 〃

　　繰延税金負債の純額 △760 〃 △820 〃
 

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳
 

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

法定実効税率 ― 30.6％

（調整）   

　永久に損金に算入されない費用項目 ― △57.3〃

　住民税均等割 ― 7.6〃

　土地再評価差額金 ― △13.7〃

　評価性引当額の増減 ― 49.5〃

　税率変更の影響 ― △11.7〃

　その他 ― △0.9〃

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 ― 4.3〃
 

（注）前事業年度は、税引前当期純損失が計上されているため、記載を省略しております。

 
３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立し、2026年４月１

日以後開始する事業年度より「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

　これに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及び

繰延税金負債については、法定実効税率を30.6％から31.5％に変更し計算しております。

　この変更により、当事業年度の繰延税金資産（繰延税金負債の金額を控除した金額）が０百万円増加し、法人税

等調整額が５百万円、その他有価証券評価差額金が５百万円それぞれ減少しております。

　また、再評価に係る繰延税金負債が26百万円増加し、土地再評価差額金が同額減少しております。
 

４　法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

　当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取
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扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する

税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

 

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、財務諸表「注記事項（重要な会計方針)５ 重

要な収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

 

区分 資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

減価償却
累計額
(百万円)

有形固定資産 建物 432 85
22

(22)
39 455 3,731

 構築物 28 2
0

(0)
2 28 93

 機械及び装置 65 142 0 40 167 283

 車両運搬具 0 ― ― ― 0 1

 工具、器具及び備品 199 69
0

(0)
109 158 1,478

 土地
3,988

214
66

(66) ―
4,136

―
[2,988] [66] [2,921]

 リース資産 136 31 ― 51 116 123

 計 4,850 546
91

(90)
243 5,061 5,712

無形固定資産 特許権 10 12 ― 5 18 ―

 商標権 47 ― ― 7 40 ―

 販売権 100 250 ― 89 260 ―

 ソフトウエア 10 0 ― 5 5 ―

 リース資産 55 81 ― 21 114 ―

 電話加入権 7 ― ― ― 7 ―

 計 232 344 ― 128 447 ―
 

 (注) １ 「当期減少額」欄の( )内は内数で、当期の減損損失計上額であります。

２ 土地の[ ]内は、土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）により行った事業用土地

の再評価に係る土地再評価差額金であります。

 

【引当金明細表】

 

科目
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 61 35 ― 97

退職給付引当金 42 4 9 37

役員退職慰労引当金 435 19 2 451
 

 
(2) 【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

(3) 【その他】

 該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

　　株主名簿管理人
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告としております。ただし、事故その他やむを得ない事由
によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載してお
ります。
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
あります。　
　https://www.chemiphar.co.jp/

株主に対する特典 なし
 

(注）　当社の定款により、当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使する

ことができません。

　　     (1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　　     (2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　　   　(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利

　     　(4) 単元未満株式の買増し請求をする権利

 

 

EDINET提出書類

日本ケミファ株式会社(E00957)

有価証券報告書

 98/107



第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第92期(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)　2024年６月24日関東財務局長に提出

　

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

　　2024年６月24日関東財務局長に提出

　

(3) 半期報告書及び確認書

第93期中(自　2024年４月１日　至　2024年９月30日)　2024年11月13日関東財務局長に提出

　

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)の規定に基づく

臨時報告書

2024年６月24日関東財務局長に提出

 
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号(提出会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に著しい影響を与える事象)の規定に基づく臨時報告書

2024年６月24日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

2025年6月19日
 

 

 

日本ケミファ株式会社

 取 締 役 会　御 中
 

 
有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
　　　東　　京　　事　　務　　所

 
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員

 
公認会計士 長　　島　　拓　　也

 

  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員

 
公認会計士 大　　竹　　貴　　也

 

  
 

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る日本ケミファ株式会社の2024年4月1日から2025年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務

諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日

本ケミファ株式会社及び連結子会社の2025年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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グループ通算制度を適用している会社における繰延税金資産の回収可能性に関する判断の妥当性

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

当連結会計年度の連結貸借対照表において、繰延税金

資産288百万円が計上されている。【注記事項】（税効

果会計関係）に記載されているとおり、繰延税金資産の

繰延税金負債との相殺前の金額は989百万円であり、評

価性引当額控除前の繰延税金資産は1,731百万円であ

る。これは、主にグループ通算制度を適用している日本

ケミファ株式会社及び国内連結子会社（以下「通算グ

ループ」という。）において計上されたものである。

【注記事項】（重要な会計上の見積り）「繰延税金資

産の回収可能性」に記載されているとおり、「繰延税金

資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第 26 号）に従い、将来減算一時差異のうち、回

収可能と判断されたものについて繰延税金資産を計上し

ている。

当該繰延税金資産の回収可能性の判断に用いられる通

算グループの将来の課税所得の見積りは、取締役会で承

認された中期経営計画を基礎とした将来の収益力及び

タックス・プランニングに基づいている。通算グループ

の中期経営計画における主要な仮定は、医薬品売上高に

おける薬価改定率及び販売数量見込、加えて臨床検査薬

売上高における販売数量見込の予測である。薬価改定率

は、過去の改定実績及び薬務行政の動向を勘案して見積

もっている。医薬品及び臨床検査薬の販売数量見込は、

販売数量実績に基づく伸長率や販売提携先からの情報を

基礎として予測している。当該将来の売上高の予測は、

経営者による重要な判断を伴う主要な仮定が含まれてお

り、見積りの不確実性が高い。

以上から、当監査法人は、通算グループにおける繰延

税金資産の回収可能性に関する判断の妥当性が、当連結

会計年度の連結財務諸表監査において特に重要であり、

監査上の主要な検討事項に該当すると判断した。

当監査法人は、通算グループにおける繰延税金資産の

回収可能性に関する判断の妥当性を評価するため、主に

以下の監査手続を実施した。

 
（1）内部統制の評価

中期経営計画の策定を含む繰延税金資産の回収可能性

の評価に関連する内部統制の整備状況及び運用状況の有

効性を評価した。

 
（2）通算グループにおける将来の課税所得の見積りに

関する合理性の評価

繰延税金資産の回収可能性の判断において重要とな

る、通算グループにおける将来の課税所得の見積りの合

理性を評価するため、主に以下の手続を実施した。

・繰延税金資産の回収可能性の判断に用いられた将来の

課税所得の見積りについて、将来の課税所得の基礎資料

である取締役会で承認された中期経営計画との整合性を

確かめた。

・通算グループの前連結会計年度における中期経営計画

と実績との比較分析を実施し、計画の精度を評価した。

・中期経営計画の医薬品売上高における薬価改定率の推

移について、過去実績との比較や厚生労働省が公表した

資料等との整合性を確かめた。

・中期経営計画の医薬品売上高及び臨床検査薬売上高に

おける販売数量見込の予測について、過去実績との比較

や利用可能な外部データとの整合性について検証した。

・主要な会社である日本ケミファ株式会社及び日本薬品

工業株式会社の課税所得計算及びそれに含まれる申告調

整項目の妥当性について、当監査法人のネットワーク・

ファームの税務の専門家を関与させて検証した。また、

通算グループにおける将来減算一時差異等の解消予定時

期のスケジューリングについて検証した。
 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
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監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

適切な監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に

基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど

うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表

の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連

結財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手

した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎

となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠

を入手するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及

び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判

断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表

が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利

益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第2項の規定に基づく監査証明を行うため、日本ケミファ株式会社の2025年

3月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、日本ケミファ株式会社が2025年3月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人

EDINET提出書類

日本ケミファ株式会社(E00957)

有価証券報告書

103/107



の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 
内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施

する。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択

及び適用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての

内部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するため

に、内部統制の監査を計画し実施する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責

任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、

識別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項

について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬

及び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等(3)【監査の状

況】に記載されている。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 
 

(注) 1．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

　 2．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

2025年6月19日
 

 

 

日本ケミファ株式会社

取 締 役 会　御 中
 

 
有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
　　　東　　京　　事　　務　　所

 
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員

 
公認会計士 長　　島　　拓　　也

 

  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員

 
公認会計士 大   竹　 貴   也

 

  
 

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る日本ケミファ株式会社の2024年4月1日から2025年3月31日までの第93期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本ケ

ミファ株式会社の2025年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 

繰延税金資産の回収可能性に関する判断の妥当性

当事業年度の貸借対照表において、繰延税金資産101百万円が計上されている。【注記事項】（税効果会計関係）に

記載されているとおり、繰延税金資産の繰延税金負債との相殺前の金額は532百万円であり、評価性引当額控除前の繰

延税金資産は1,184百万円である。

【注記事項】（重要な会計上の見積り）「繰延税金資産の回収可能性」に記載されているとおり、「繰延税金資産の

回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26 号）に従い、将来減算一時差異のうち、回収可能と判断

されたものについて繰延税金資産を計上している。

当該事項について、監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由並びに監査上の対応は、連結財務諸表の監査報告書

に記載されている監査上の主要な検討事項（グループ通算制度を適用している会社における繰延税金資産の回収可能性

に関する判断の妥当性）と実質的に同一の内容であるため、記載を省略している。
 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と
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財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

適切な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や

会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止さ

れている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回

ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 
＜報酬関連情報＞

報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
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以　上

 
 

(注) 1．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

　 2．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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